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命 令 書 （写） 

 

 

 

再審査申立人   日本放送協会 

 

 

 

再審査被申立人   全日本放送受信料労働組合南大阪支部 

 

 

上記当事者間の中労委平成２５年（不再）第５３号事件（初審大阪府労委平

成２３年（不）第６８号事件）について、当委員会は、平成２７年１１月４日

第２１６回第一部会において、部会長公益委員諏訪康雄、公益委員中窪裕也、

同植村京子、同沖野眞已出席し、合議の上、次のとおり命令する。 

 

主       文 

    

本件再審査申立てを棄却する。 

ただし、初審命令主文第１項の日本放送協会に手交を命じる文書のうち、本

文中「特別執行委員である者が」を「地域スタッフ以外の者が」に訂正する。 

 

理        由 

 

第１ 事案の概要等 
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１ 事案の概要 

本件は、再審査申立人日本放送協会（以下「協会」という。）が、①協会

とテレビ等を所有する放送受信者（以下「受信者」という。）との間の放送

受信契約（以下「受信契約」という。）の締結及び同契約に係る諸届等の取

次業務（以下、当該業務を「契約取次等業務」という。）について委託契約

を締結していた（以下、同業務について協会と委託契約を締結している個

人を「地域スタッフ」という。）、再審査被申立人全日本放送受信料労働組

合（以下「全受労」という。）堺支部（平成２６年６月１日（以下、平成の

元号は省略する。）以降「南大阪支部」に名称変更されたが、以下、名称変

更後も「堺支部」といい、また「組合」ということがある。）執行委員長で

あったＡ１（以下、委員長に就任していない時期も含めて「Ａ１委員長」

という。）に対し、２３年１月中旬以降、契約取次等業務に使用する協会貸

与のキュービット（受信者の玄関先でも各種カードによる支払や口座振替

の申込みを可能にする電子通信決済端末機器）の返還を要求して返還させ

たことが労働組合法（以下「労組法」という。）第７条第１号及び第３号に、

②堺支部が同年１１月２日付けで行った、Ａ１委員長へのキュービット貸

与等を議題とする団体交渉（以下「団交」という。）の申入れ（以下「本件

団交申入れ」という。）に対し、地域スタッフではない部外者の出席は困る

旨述べ応じなかったことが同条第２号に、それぞれ該当する不当労働行為

であるとして、同年１２月１６日、堺支部が大阪府労働委員会（以下「大

阪府労委」という。）に対し救済を申し立てた事案である。 

なお、協会は、地域スタッフを労組法上の「労働者」であると認めてお

らず、これら地域スタッフで組織されている労働団体を労組法上の「労働

組合」とは認めていない。協会は、これら地域スタッフの労働団体のこと

を、委託契約を締結している「事業者団体」と呼称している（そのため本

命令書において、地域スタッフにより組織されている労働団体を「事業者
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団体」、当該労働団体との団交を「交渉」ということがある。）。 

 ２ 初審において請求した救済内容の要旨 

  (1) Ａ１委員長に対するキュービットの貸与 

  (2) 組合員に対するキュービットの不貸与等により組合弱体化を図るこ

との禁止 

  (3) 本件団交申入れに対する誠実団交応諾 

  (4) 上記(1)ないし(3)に関する謝罪文の手交及び掲示 

 ３ 初審命令の要旨及び再審査申立ての要旨 

   初審大阪府労委は、上記１の①及び同②の申立事実のうち、同②の本件

団交申入れに対する協会の対応は労組法第７条第２号の不当労働行為に該

当するとして、協会に対し、文書手交を命じ、その余の申立てを棄却する

旨を２５年６月２６日に決定し（以下「初審命令」という。）、同年８月１

日、協会及び堺支部に命令書を交付した。 

   これを不服として、協会が、同月１２日、初審命令の救済部分の取消し

及び救済部分に係る申立ての棄却を求めて再審査を申し立てた。このため、

本件再審査の範囲は同②の申立事実についてである。 

 ４ 本件の争点 

  (1) 地域スタッフは、協会との関係で労組法上の労働者に該当するか（争

点１）。 

  (2) 上記(1)が肯定される場合、協会が、堺支部からの本件団交申入れに

応じなかったことは、労組法第７条第２号の不当労働行為に該当するか

（争点２）。 

 

第２ 当事者の主張の要旨 

１ 争点１（地域スタッフは、協会との関係で労組法上の労働者に該当する

か）について 
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(1) 堺支部の主張 

地域スタッフは、協会と委託契約を締結して契約取次等業務を受託し

ているが、以下のとおり、協会との関係で労組法上の労働者に当たる。 

     ア 事業組織への組込みについて 

 (ｱ) 地域スタッフと協会は、契約形式上は委託契約を締結している

が、実体は協会の契約取次等業務を効率的に行うための労働力の

確保を目的としたものである。 

また、協会の事業は、受信契約者からの受信料が収益の大部分

を占めており、契約取次等業務はその収益を得るための不可欠の

業務であり、かつ、同業務はその特質上、就労者が各戸をくまな

く訪問しなければならず、地域スタッフの存在なしには本件業務

は成り立たない。 

      (ｲ) 地域スタッフは、協会から業務地域・業務方法等を指定され、

協会の指示に従い業務を行うよう求められ、そのための教育をさ

れていたのであり、かつ、その業務時間はほぼ終日に及んでいた。 

      (ｳ) 協会は、契約取次等業務について、全体の５割の部分を外部法

人（後記第３の２(2)参照）委託が担っていると述べているが、そ

の事実の存否はともかく、そのことにより地域スタッフが協会の

事業組織に組み入れられていることを否定されるものではない。 

      (ｴ) これらの事実からすれば、地域スタッフは協会の営業組織の最

も基礎的な部分を構成し、協会の事業遂行上不可欠な要員として

継続的に協会の事業組織に組み込まれている。 

     イ 契約内容の一方的・定型的決定について 

地域スタッフと協会との契約は、協会が作成した定型の委託契約書

に地域スタッフが署名・押印するだけであり、その契約内容に地域ス

タッフの意向が反映されることはない。また、業務の対価として支払
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われる給付は、協会が作成した「事務費・給付のあらまし」（以下「事

務費等のあらまし」という。後記第３の１３(1)参照）で詳細に定め

られている。以上のように、契約内容については、協会によって一方

的に決定されており、個々の地域スタッフに交渉の余地はない。 

協会は、地域スタッフは事業者団体を通じて協会と契約条件の交渉

を行うことが可能であると主張しているが、実際に交渉によって契約

条件が変更された実例は皆無である。 

ウ 報酬の労務対価性について 

 (ｱ) 地域スタッフは、協会の指揮のもと、労務の提供を行っており、

地域スタッフに支払われる報酬のうち、月額事務費は、運営基本

額として１５万円が実質的に固定給として支払われ、これに歩合

給が上乗せされ支払われている。 

 (ｲ) 毎年６月と１２月に支払われる報奨金や各種給付金は、賞与や

慶弔金や見舞金等に相当するものであり、地域スタッフの報酬体

系は一般の労働契約上の賃金体系と同じものである。 

 (ｳ) 以上に加え、地域スタッフには、特殊専門的知識や技能もなく、

協会から独立して業務を遂行する設備等も所持していないのであ

るから、地域スタッフに支払われる報酬は労務提供の対価に当た

る。 

エ 業務の依頼に応ずべき関係（諾否の自由の欠如）について 

 (ｱ) 地域スタッフは、協会が指定するノルマを達成しなければ契約

を解除されることになるのであるから、地域スタッフが協会の指

示のとおり契約取次等業務を行わざるを得ない状況にあったこと

は明らかである。具体的には、地域スタッフは、協会により指定

された区域内で、業務日程についての計画書の提出を義務付けら

れ、特定の日時に特定の業務を行うことを事実上強制された上で、
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目標が設定され、その目標達成が求められていた。目標達成の見

通しが立たない場合等は協会から特別指導が行われ、それでも業

務改善の見通しが立たない場合、委託契約が解除される。 

(ｲ) 地域スタッフは、協会の厳格な管理・指導のもと、ノルマが課

され、協会の指示に従わなかったり、ノルマを達成できなかった

りした場合には、契約の解除など不利益な取扱いや制裁がなされ

るのであるから、地域スタッフは、協会の業務の依頼・指示につ

いて、応じざるを得ない関係にある。 

オ 労務供給に係る拘束や指揮監督について 

(ｱ) 協会は、指示に反したからといって、契約上のペナルティーは

ないと主張するが、協会の指示に従い、かつ、協会が指定するノ

ルマを達成していかなければ契約を解除されることになるのであ

るから、場所的・時間的にも拘束された状態で就労せざるを得な

い。また、指示に反したり、ノルマを達成できなかったりすれば、

報奨金・退職金などで不利益を受けることになるし、担当地域な

どで不利益な取扱いがなされるので、ペナルティーが存在すると

いうことができる。 

(ｲ) 就労時間については、ある程度の裁量が個々のスタッフに認め

られるものの、おおよそ朝７時から夜１１時までの間に、一日１

０時間程度労務に服する必要がある。また、協会から、契約の取

りやすい、土日祭日と、「好適時間帯（午前中と夕方６時から９時

過ぎ)」に関しては、事実上業務に服するよう求められた。 

   ナビタンと呼称する協会が貸与する携帯端末機器（後記第３の

４(2)参照）の稼働状況については、リアルタイムで協会が管理し

ている。 

   休暇日についても、業務計画表を事前に提出し、協会に伺いを
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立てなければならない。提出した業務計画についても、基本的に

土日祭日は協会から就労の催促があり、地域スタッフがこれを理

由なしに断ることは困難である。一日の終わりのバッチ処理（ナ

ビタンの送受信による業務報告）を怠ったときには、業務を休ん

だものとして翌日に当該地域スタッフに連絡がなされる。中間報

告日に連絡を怠った場合には、実施要領に違反しているというこ

とで警告書を受ける｡警告書を受けたことは、報奨金の査定に直接

影響する。 

      (ｲ) 就労場所については、協会が一方的に担当区域を指定し、その

区域におけるノルマを課していた。担当する区域以外の場所で契

約を獲得しても、業績基本額の支払対象となる獲得数には反映さ

れないし、そもそもナビタンにデータが入っていないので、取次

自体ができない。 

      (ｳ) 業務遂行の方法は、協会が各種マニュアルによって詳細に定め

ており、そのとおりに就労することが求められていた。協会は、

マニュアル等によって業務遂行方法に関する具体的指示を、個別

に徹底して行っているのである。 

          協会が一方的に指定するノルマに関しては、要求する目標達成

を踏まえた業務計画表を作成して、当該期の委託業務開始日まで

に提出しなければならず、目標達成の見通しが立たない場合には、

協会が、帯同指導や業務応援など業績確保のための必要な措置を

行うとされている。 

          日々の業務遂行については、各種チェックシートへの記入や、

報告書の作成が義務付けられていたり、ほとんど毎日のようにノ

ルマの告知や達成を促すファクシミリが自宅に送付されたり、業

務開始時間を指定されるなどしている。また、協会は、「ＢＳ契変
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デー」など、特定の日に特定の業務を行うことを指示していた。 

      (ｴ) 協会は、地域スタッフを対象に、１か月に１回、全体会議を行

っていた。地域スタッフがこの参加を拒むことは実質上できない。

全体会議とは別に、チーム会議も、月に１回以上開催される。チ

ーム会議においては、協会の統括係長が中心になって、檄を飛ば

したり、名指しで特定のスタッフの就労態度を批判したりするこ

ともあった。協会が前日にファクシミリで招集し、緊急のチーム

会議を開催することもあった。ロールプレイング等の外、協会か

ら地域スタッフに対し、口頭による指示伝達も頻繁に行われた。

地域スタッフが呼び出しを受けて、地域スタッフを管理する職員

から、細かい業務指示がされることも頻繁にあった。また、ノル

マ達成率が伸びないある特定の地域スタッフに対し、ある月、勤

務日ごとに、定型の業務報告書とは別に面接内訳表なるものを作

成・提出することを義務付けたこともあった。退職金に相当する

せん別金についても、懲戒解雇に相当する事情のある場合には支

給しない扱いとされていた。 

      (ｵ) 以上のとおり、協会が地域スタッフを指揮監督し、場所的・時

間的にも拘束しながら就労させてきたことは明らかである。 

カ 顕著な事業者性について 

(ｱ) 協会は、地域スタッフには再委託や兼業が認められているとす

るが、地域スタッフは協会の指揮監督のもと、場所的にも拘束さ

れ、時間的にも週５日から７日、一日８時間から１０時間の就労

を行うので、他の業務を行うことは実際には極めて困難である。

事実、堺支部組合員は全員契約取次等業務の委託契約による収入

によって生計を立てているし、協会大阪放送局堺営業センター（２

６年７月現在南大阪営業センターに名称変更されている（乙１０
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７）。以下、名称変更の前後を通じ「堺センター」といい、また「協

会」ということがある。）において兼業をしている地域スタッフは

いない。また、仮に他所で就労する者がいるとしても、労働者が

２か所の事業所で就労する場合と全く同じで、労働者性を否定す

る理由にはならない。 

(ｲ) 再委託については、契約上再委託届の提出が義務付けられてい

る上、実際にも何らかの特別な事情がなければ再委託が行われる

ことはない。８２名の地域スタッフが再委託しているという協会

の主張する事実の存否は不明だが、それを前提としても全国約４

３００名の地域スタッフの中のわずかな例外的事情にすぎない。 

(ｳ) その他、地域スタッフに顕著な事業者性を認める要素は一切存

在しない。 

  (2) 協会の主張 

協会は地域スタッフと委託契約を締結して契約取次等業務を委託し

ており、以下のとおり、地域スタッフは協会との関係で労組法上の労働

者に当たらない。 

     ア 事業組織への組込みについて 

(ｱ) 地域スタッフは、あくまでも独立した事業者として契約取次等

業務を行っており、業務を行う日時や業務量の決定等、業務計画

を自らの裁量により作成し、業務を遂行しており、広範な裁量が

認められている。 

      (ｲ) 地域スタッフは、契約上、協会の承諾なく、自己の責任と計算

において、委託業務を第三者に再委託することが可能であり、実

際に、２３年１２月時点で、８２名の地域スタッフが再委託を行

っている。さらに、地域スタッフは、協会の許可を受けたり、届

出を行ったりすることなく、自由に兼業することが認められてお
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り、同時点で少なくとも２５名の地域スタッフが兼業している。 

(ｳ) 協会の契約取次等業務は、地域スタッフへの委託のみならず、

外部法人（後記第３の２(2)参照）への委託及びその他の取次等に

よって遂行されており、地域スタッフへの委託による２３年度の

取次実績のシェアは約５割にとどまっている。 

(ｴ) 以上から、地域スタッフの独立性は高く、少なくとも協会の契

約取次等業務の遂行に不可欠な労働力として、その恒常的な確保

のために協会の組織に「組み入れられている」と評価することは

できない。 

イ 契約内容の一方的・定型的決定について 

(ｱ) 協会は、契約取次等業務の委託契約において、重要な５点のう

ち、①臨時業務の委託（同契約１条２項）、②「受持区域」の変更

（同２条１項）、③区域外業務の委託（同２条３項）、④委託種別

の変更（同13条１項）については、各地域スタッフと個別の協議

をしており、地域スタッフとの合意に至らない限り、協会が一方

的にその内容を決定することはない。⑤毎年の事務費単価（同９

条３項）については、地域スタッフごとに単価を個別に設定する

と、地域スタッフの処遇に不公平が生じることとなるばかりか、

事務費の算定や支払等の事務処理の面からも極めて不合理である

ことから、地域スタッフとの個別協議はせずに、全受労などの地

域スタッフの各事業者団体と協議を何度も重ねた上で、その協議

結果も踏まえてその内容を決定している。 

(ｲ) 地域スタッフは、業務を行う日時や業務量の決定、担当する地

域内での訪問先・順番等個別業務の遂行方法についても広範な裁

量を有している。 

(ｳ) 以上から、協会が地域スタッフとの契約取次等業務の委託契約
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の内容を一方的に決めているという事実は全くない。 

ウ 報酬の労務対価性について 

(ｱ) 地域スタッフの報酬は、事務費と総称され、稼働時間や稼働日

数とは連動しておらず、時間外手当は存在しない。おおむね月額

事務費と単価事務費からなっており、諸取次等数に単価を乗じて

支払われる単価部分が成果による報酬であることは明白である。 

また、月額事務費（基本部分）は、定額が保障されているもの

ではなく当該月に１件も諸取次等数がない場合には支払われない。

おおむね月間の諸取次等数に応じて支払われるものであり、毎月

の業績により決定されているのであるから、出来高に応じた報酬

であることは単価部分と同様である。 

なお、月額事務費のうち運営基本額に関しては、多くの訪問を

しているものの、実績が少ない地域スタッフを救済する意味で当

月訪問数を考慮した支払を行っているのであるが、訪問数が上が

れば通常業績も上がることから、訪問数で救済される例は極めて

少ないので、基本的には出来高に応じた報酬であると評価できる。

月額事務費のうち報奨金も、明らかに実績を基準にして決められ

る報酬である。 

(ｲ) その他、事務費以外に見舞金等の各種給付があるが、協会は地

域スタッフとして優秀な人材を確保するために各種給付を設けた

にすぎないので、これら各種の給付があることと、地域スタッフ

に対する事務費が労務の対価としての性質を有するかどうかはま

ったく別の問題であり、労務対価性の根拠とはなり得ない。 

(ｳ) 以上のとおり、地域スタッフに支払われる報酬である事務費は、

いずれも熟練度、技能、年功、年齢、稼働時間等を全く加味する

ことなく出来高に応じて決定されており、一定時間労務を提供し
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たことに対する対価という性質は全く認められないことから、報

酬の労務対価性が存在しないことは明らかである。 

エ 業務の依頼に応ずべき関係（諾否の自由の欠如）について 

(ｱ) 地域スタッフは、自ら業務計画を策定した上で、計画を達成す

べく自らの広汎な裁量のもと業務を行っており、そもそも協会か

らその都度個別の業務を依頼・指示されることはないので個別の

依頼に応ずべき関係にないことは明らかであり、その指示等の違

反を理由とする契約の解除などもありえない。 

(ｲ) 組合は、地域スタッフが休日についての計画表の作成・提出を

義務付けられ、特定日の就労が義務付けられていた旨、また、「Ｂ

Ｓ契変デー」、「センター一斉９時からデー」などにより特定の日

時に特定の業務を行うことが強制されている旨主張する。しかし、

業務計画表は地域スタッフ自らが作成するものであり、その変更

も自ら行うことができるし、「９時からデー」、「ＢＳ契変デー」な

どは業務へのチャレンジを促すアドバルーン的なものであり、そ

の参加も地域スタッフの自由裁量によるものであって、業務指示

などの色彩は全く存在しない。 

(ｳ) 「特別指導」は、業績が確保できない地域スタッフに対して、

自力による業績回復を促進すべく行うもので、契約の解約を目的

に行うものではない。特別指導の実施にもかかわらず業績の改善

が認められない場合に結果として契約の解約を行うことは、業績

確保を期待する委託者の立場からは当然の対応であり、なんら不

合理ではない。 

(ｴ) 以上のとおり、地域スタッフが特定の日時に特定の業務を強制

されているという事情は全く存在せず、協会が地域スタッフに対

し、委託業務を遂行して成果を上げることを求めることは発注者
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の立場から当然のことであり、個別の業務の依頼に対する諾否の

自由とは全く別問題である。地域スタッフは、自らの裁量により

「受持区域」の個別の世帯を自己の判断に基づいて訪問し業務を

遂行していることは明白である。 

(ｵ) なお、初審命令は、地域スタッフが協会からの個別の業務依頼

に応ずべき関係にあったとはいえない旨認定しながら、地域スタ

ッフが協会から一定の期間に一定の業務を遂行するということに

関し圧力を受けていた旨の評価をしているが、当該評価は本件が

最高裁３判決と全く異なる事案であることを如実に示すものであ

る。 

オ 労務供給に係る拘束や指揮監督について 

 (ｱ) 地域スタッフは、一定期間に一定の業務を遂行することが求め

られるだけで、業務を行う日時、訪問先や訪問の順番等個別の業

務を遂行するにあたり、協会が指示することは全くなく広範な裁

量が認められ、協会の指揮監督の下において業務を提供し、その

業務について時間的に一定の拘束を受けていたということもでき

ない。 

稼働時間についても、協会が把握しているものではない。協会

は、地域スタッフの１日の業務が終了した夜に、地域スタッフか

らナビタンの実績データが送られることでその概要を事後的に知

りうるにすぎず、送られてくるデータもナビタンを操作した記録

のみであり、移動時間や休憩時間などが記録されているわけでは

ないため、ナビタンで労働者に対する労働時間管理のようなこと

を行うことは不可能である。協会がそれぞれの地域スタッフの稼

働時間帯を決めていたなどという事情はまったく存在しない。 

(ｲ) 業務を行う地域が一定に区切られること自体は、業務委託契約
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の内容となっているものであって、労働契約において勤務場所が

定められることとは全く異質のものである。本件業務を合理的に

遂行してもらうためには、それぞれの「受持区域」を定めること

は業務委託契約上必須の事柄であり、「受持区域」の存在が、地域

スタッフが労働者のように場所的拘束を受けることの根拠となり

得ないことは明白である。１期に割り当てられる「受持区域」は、

相当多くの世帯が入っており、その多くの世帯のうちどの世帯を

訪問し、それをどの順番で廻るかについて、地域スタッフは広汎

な裁量を有するものであるから、地域スタッフが業務遂行にあた

り場所的拘束を受けているとは到底いえない。 

(ｳ) 協会が地域スタッフに対し、①各個人別目標数を設定すること、

②業務実績の報告を求めること、③センター等へ出かける日を定

めていること、④当該日に協会の職員が指導や助言を行っている

こと、⑤業務実績が悪化したスタッフに対し特別指導を行ってい

ること等は、業務委託契約における業務内容そのものである。ま

た、協会が地域スタッフに対し業務実績報告やナビタンの操作記

録データの送信を求めることは地域スタッフ報酬を算出するため

の情報収集であって、業務遂行に関する指揮監督とは異なるもの

である。 

業務マニュアル等は、活動パターン等を参考として示したもの

であり、地域スタッフに対して指揮命令するためのものではなく、

業務遂行方法を指示した文書ではない。 

協会が行っている各種講習会は、地域スタッフの業績を確保す

るための支援として実施しているものであり、全体会議やロール

プレイングの形での業務遂行の練習は、地域スタッフの業務スキ

ル向上のために行うものであり、「ＢＳ契変デー」等における特定
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の取次業務への参加も含め任意参加であり、これらに参加しない

場合でも何らペナルティーは受けない。 

(ｴ) 以上のとおり、地域スタッフについては、時間・場所の拘束を

受けておらず、その他の指揮監督関係も存在しない。 

カ 顕著な事業者性について 

(ｱ) 地域スタッフは、移動に必要な自動車、バイク等は自己所有の

ものを使用し、ガソリン代も自ら負担していること、委託報酬を

事業所得として税務申告を行っていることから、「独立の事業者と

しての実態を備えていると認めるべき特段の事情」が認められる。 

(ｲ) 地域スタッフは、契約上、協会の承諾なく、自己の責任と計算

において、委託業務を第三者に再委託することが可能であり、自

由に兼業することも認められており、協会が訪問型営業の公開競

争入札法人（後記第３の２(2)参照）への委託をする場合に①当該

法人業務委託契約の内容は、同契約書、仕様書により一律に定め

られていること、②法人による再委託が原則として禁止されてい

ること、③協会が報酬基準を決定していること等法人業務委託契

約内容が厳格に定められていることからすれば、地域スタッフの

方が委託法人よりも独立した経営判断に基づいてその業務内容を

差配して収益管理を行う機会が実態として確保されていることは

明らかである。 

２ 争点２（争点１が肯定される場合、協会が、堺支部からの本件団交申入

れに応じなかったことは、労組法第７条第２号の不当労働行為に該当する

か）について 

  (1) 堺支部の主張 

      堺支部は、交渉権限を申立外大阪労連堺労働組合総連合（以下「堺労

連」という。）のＡ２専従事務局長（以下「Ａ２」という。）などに委任
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し交渉担当者を明示して団交申入れをしているのであるから、Ａ２が地

域スタッフ以外の者であるという理由で、協会が本件団交申入れに応じ

なかったことは、以下のとおり、団交拒否にあたり、正当な理由がない。

したがって、労組法第７条第２号の不当労働行為に該当し、下記エのと

おり救済が必要である。 

     ア 本件団交申入れに応じなかった経緯等について 

      (ｱ) ２３年６月１日、堺支部は、堺センターに対し、交渉権限をＡ

２に委任した旨を通知して団交を申し入れたが、堺センターの 

Ｂ１副部長（以下「Ｂ１副部長」という。）は、協会の方針として

地域スタッフ以外の者を入れた団交はできないという理由で団交

を拒否した。堺支部は、同月１０日にＡ２を堺支部の特別執行委

員（以下、特別執行委員就任後を「Ａ２特別執行委員」という。）

に選任し、改めて同月２１日に同人を交渉担当者とする団交を申

し入れたが、堺センターはこれも拒否した。その後、堺センター

は、２３年７月及び同年８月にも同人を交渉担当者とする団交申

入れを拒否した。 

          本件団交申入れに対し、申入れ当日の同年１１月２日午後６時

１０分頃、Ｂ１副部長は、当該申入れ当時堺支部副委員長であっ

たＡ３（以下、執行委員長就任後も含め「Ａ３副委員長」という。）

に架電し、「以前と同じく、外部団体の所属員を含む団体交渉は受

けない」との返事をした。Ａ３副委員長が、「団交拒否ですね」と

確認を求めたところ、Ｂ１副部長は否定することはなく、事実上、

団交拒否であることを認めた。Ａ３副委員長が同月１０日にまた

返事をする旨回答した事実はない。 

協会は、交渉自体を拒否したものではない旨主張するが、Ｂ１

副部長は、堺支部が団交拒否に当たると抗議しているにもかかわ
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らず、Ａ２特別執行委員を交渉担当者とする団交には応じられな

いと言い続け、話は「平行線のまま」終わったというのであるか

ら、堺センターが堺支部の団交申入れを受け入れず拒絶したこと

は事実として明らかである。 

同年１２月４日に申し入れた（以下「23.12.4団交申入れ」とい

う。）同月１３日の団交は、開催時間についての調整が行われたが、

双方の希望する時間が合わなかったため交渉が延期されたもので

ある。この際、堺支部がＡ２特別執行委員の出席しない団交を申

し入れたのは、同人が出席しない団交を了解したわけではなく、

堺支部の諸要求実現のため協会と協議の場を持つ必要があり、や

むを得ず行ったものであった。その結果、堺支部は交渉力が低下

した状態での団交申入れを余儀なくされることとなり、団結権が

侵害された。 

      (ｲ) 本件団交申入れは、Ａ１委員長へのキュービット貸与問題が解

決されておらず事態が深刻であったことから、堺支部が申し入れ

たものである。堺センター側は、同委員長にキュービットを貸与

しない事情や貸与の具体的基準について団交の場で説明したこと

はなく、本件初審の調査時に初めてそれらについて述べたのであ

る。したがって、協会の堺支部に対する誠実交渉義務は履行され

ていないのであって、本件団交申入れ時点において、団交が必要

な状況であったことは明らかである。 

イ 交渉出席者に関する合意及び慣行の存否について 

      (ｱ)  協会は、堺支部の上部団体である全受労との間に地域スタッフ

以外の者を団交に入れないとする「交渉ルール」の合意があり、

その根拠として協会と全受労との間には「事前了解」と題する合

意文書（乙４８）があると主張するが、当該文書は協会が勝手に
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作成したものにすぎない。全受労結成当時全受労による下部組織

への責任ある統制に関する合意文書のみが存在することは、当該

事項を除いて、全受労と協会が「事前了解」をしていないことを

顕著に示しており、交渉ルール合意の事実は存在しない。 

また、堺センターと堺支部との間にも明示的に確認された交渉

ルール及び交渉慣行も存在しない。そもそも堺支部設立以降、堺

センターと堺支部との間で交渉慣行の有無や内容についてやり取

りをしたことはなく「今までの交渉慣行」の内容について確認を

行ったことはない。交渉への「出席者」については、堺支部が自

主的に決めており、事前に了解を得ることはない。 

          さらに、堺センターが堺支部に対し、本件団交申入れ当時に合

意や従前からの交渉慣行に基づく対応を求めた事実はなく、本件

再審査段階まで合意の存在など主張していないのであるから、そ

のような合意や慣行が存在しなかったことは明らかである。 

(ｲ) 実際、堺センターにおいても、１８年８月１日に、堺労連の所    

属組合員１名を交渉担当者として団交が行われた事実が存在する。

初審命令は、この点について認定していないが誤りである。他府

県においても、複数回、別組合関係者が全受労の支部と協会との

団交の交渉担当者となっており、協会の主張する合意も慣行もな

いことは明らかである。 

     ウ その他正当な理由の有無について 

      (ｱ) 堺支部は、全受労以外に堺労連にも加盟しており、堺労連の役

員であるＡ２は、上部団体役員として堺支部に関与する立場であ

った上に、２３年６月１０日以降堺支部の特別執行委員に選任さ

れていることから、堺支部の組合員である。２１年６月に堺セン

ターに新しいセンター長が赴任してから、堺センターと堺支部と
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の間には労使のやり取りが困難な状況が生まれていたため、堺支

部は、Ａ２に対して、堺センターとの団交に同席してもらうよう

要請し、同人はこれを承諾したものである。 

      (ｲ) 本件は堺支部という一つの労働組合による交渉に交渉担当者と

して上部団体（全受労関西協議会（以下「関西協議会」という。）

又は堺労連）の役員が出席するものにすぎず、異なる上部団体が

別々に協会と交渉するものではないから、交渉が２系列化するこ

とはなく、協会の主張は失当である。 

          団交における労働組合側の交渉担当者は、労働組合が自由に決

定でき、使用者は交渉担当者が気に入らないという理由で団交を

拒否することは許されない。 

     エ 救済方法等について 

       協会は、これまで地域スタッフを労組法上の労働者と認めず全受労

を労働組合と認めていないことから団交拒否等を繰り返してきた。し

たがって、協会が今後同じことを繰り返さないように誓約することが

将来の労使関係正常化のためには必要であり、本件救済として謝罪文

の交付を命じた初審命令は維持されるべきである。 

  (2) 協会の主張 

      仮に地域スタッフの労働者性が認められるとしても、①出席メンバー

についてのお願いや本件団交事項の事務折衝の提案をしたこと、②協会

と全受労との間には交渉ルールに関する合意や慣行が存在することか

ら、地域スタッフ以外の者の交渉への出席には、協会・組合双方の事前

了解を必要とすること、③交渉に地域スタッフ以外の者が出席すること

は交渉の混乱につながること等から、本件団交申入れに応じなかったこ

とは、以下のとおり、団交拒否には該当せず、正当な理由があり、労組

法第７条第２号の不当労働行為に該当しない。 
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ア 本件団交申入れに応じなかった経緯等について 

      (ｱ) 本件団交申入れを受けて、Ｂ１副部長がＡ３副委員長に架電し

て、交渉拒否ではないことを前置きした上で、今までの交渉慣行

どおり地域スタッフではない部外者を除く地域スタッフとの交渉

をお願いするとともに、交渉事項が今まで交渉に取り上げられた

事項であることから、事務折衝ではどうかという提案をした。こ

のＢ１副部長の提案等に対し、Ａ３副委員長は、２３年１１月１

０日にまた返事をしますと回答し、交渉が継続することとなり、

実際にも同日に事務折衝が行われた。なお、この事務折衝におい

て、組合側から地域スタッフ以外の者を出席させる必要性につい

て何ら具体的な説明はなかった。 

          このことからしても、Ｂ１副部長の出席者メンバーについての

お願いや事務折衝の提案などが交渉の拒否でないことは明らかで

ある。 

          なお、その後、堺支部から、出席予定者を今までの慣行どおり

部外者を除く地域スタッフとする23.12.4団交申入れがファクシ

ミリでなされ、Ｂ１副部長は、当該交渉申入れを受けて、同年１

２月４日、Ａ３副委員長に架電し、同団交申入書の記載のとおり、

同月１３日午前１１時から交渉を実施することを承諾した。しか

し、その後、Ａ３副委員長からＢ１副部長に、同日の交渉は延期

する旨の連絡が入った。そして、交渉予定日の３日後の同月１６

日に大阪府労委に対し本件救済申立てがなされたものである。 

      (ｲ) 本件団交申入れに対する堺センター側の対応は極めて誠実に行

われ、交渉自体を不当に拒否した事情はなく、本件団交申入れの

交渉事項は当事者間で継続して協議されていたといえる。そのこ

とは本件団交申入れ後の２３年１１月１０日に事務折衝が実際に
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行われたり、同年１２月１３日に交渉が予定されていたりした事

実からも明らかである。 

      イ 交渉出席者に関する合意及び慣行の存否について 

      (ｱ) 協会は、各事業者団体との交渉に先立ち、交渉ルール等双方に

必要な原則について、お互いに確認後取り決めた合意を、事前了

解と呼んでおり、昭和５７年１０月１８日、協会と全受労中央本

部との間で、「日本放送協会と全日本放送受信料労働組合との交渉

開始に当っての事前了解」（乙４８。以下「事前了解」という。）

が成立している。事前了解には同年４月５日までに協会とＣ１労

働組合（以下「Ｃ１労」という。）中央本部との間で確認された事

項を包括的に継承する旨の条項（第４項）が含まれており（以下

「本件継承条項」という。）、協会とＣ１労中央本部との間には、

昭和５０年５月１７日、上部役員は特に必要がある場合に下部交

渉への出席ができ、その出席は協会側とＣ１労中央本部側の間で

話し合い、双方了解の上で行い、意見が対立した場合には直近の

上部組織で調整を図る旨合意し、確認した事項（「各級レベルの交

渉について」第４項及び第５項（乙１１））があり（以下「本件出

席ルール」という。）、本件出席ルールが本件の堺支部と協会との

間の交渉にも適用される。 

その他、事前了解に至る交渉の議事録等合意の成立を推認させ

る証拠の存在や協会が全受労に認めている事務室貸与、組合費の

引き去り、組合役員応援の措置も上記事前了解に基づくものであ

ることからも、事前了解が成立していることは明らかである。し

たがって、本件団交申入れのＡ２特別執行委員の出席について再

考を求めた対応は、合理的かつ適切なものであった。 

また、本件出席ルールによると、本件では上部組織である関西
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協議会との調整はされていなかったのであるから、協会の対応に

は少なくとも「正当な理由」がある。 

      (ｲ) 本件出席ルールの存在が認められないとしても、堺センターで

の交渉は、「地域スタッフ以外の者は交渉に出席しない。交渉の出

席者は事前折衝の中で双方の合意により定める」との慣行が成立

しており、従前から、協会側管理職と地域スタッフである組合執

行委員との間で交渉を実施しても組合との交渉で解決しない問題

については、関西協議会との交渉の場や全受労の中央交渉に引き

継ぐという取扱いを行ってきた。なお、組合との交渉に上部団体

の関西協議会やさらなる上部団体の全受労中央のメンバーが出席

することも、事前に双方が了解することを条件に認めている。 

         実際に、堺センターにおいては、これまでに地域スタッフ以外

のメンバーを交えた交渉をしたことがない。１８年８月１日の交

渉に堺労連メンバーが参加したことがあるとの組合の主張には全

く根拠がない。また、万一、組合が主張するような事実があった

としても、５年以上前の一度だけのことで上記交渉慣行の存在が

否定されるものではない。よって、上記のような取扱いが慣行化

していたことは明らかである。 

     ウ その他正当な理由の有無について 

      (ｱ) 本件団交申入書では、特別執行委員の肩書が付されているが、

Ａ２が堺支部の特別執行委員とされたのは協会との交渉の場に出

席させるがためであることから、実質的には堺支部のメンバーで

はなく、本件団交申入書に「Ａ２特別執行委員（堺労連)」との記

載があるとおり堺労連のメンバーとしての資格で出席するものと

しか評価できず、また、形式的な肩書はともかくとしてＡ２特別

執行委員が地域スタッフでないことは間違いない。 
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          また、全受労の規約では、組合員の資格として地域スタッフで

ある必要がある旨定められているところ、Ａ２特別執行委員は、

地域スタッフでもなく、また、組合費も支払っていないことから、

堺支部の組合員でないことは明らかである。 

      (ｲ) 本件団交申入れのメインテーマである、Ａ１委員長へのキュー

ビット貸与の問題やそれ以外の交渉事項である「目標数」や「特

別指導」の問題については、事情を知らない者が協議に出席すれ

ば、前提事実の説明に時間を費やすことは必定で充実した協議を

なし得ないし、若しくは、地域スタッフを経験した者でないとそ

の内容等を理解するのが困難な事柄であることから、出席者を地

域スタッフである堺支部ないしはその上部団体である全受労中央

及び関西協議会のメンバーに限定するようにお願いすることは極

めて合理性があった。 

          また、本件団交申入れの交渉事項のメインテーマであるキュー

ビットの問題は、継続的に交渉が行われていた事項であり、既に、

２３年４月１１日の関西協議会から１名が出席して行った交渉に

おいても、堺センターにおけるキュービットの運用について説明

しており、同年８月１１日には、全受労中央と関西協議会からそ

れぞれ１名が出席して、１時間半をかけて十分に協議が行われて

いた。このように、それまで全受労中央や関西協議会のメンバー

を交えた交渉の中で既に継続的に協議していたテーマについて、

全受労中央及び関西協議会との関係も不明瞭である堺労連のメン

バーを敢えて入れる必要性はなく、さらに、途中から他の団体で

ある堺労連のメンバーが参加すると、交渉が２系列の上部団体と

の間で二重交渉となりそれまでの統一的交渉に反し、協議が混乱

するおそれがあったことから、堺労連のメンバーではなく従前ど
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おり堺支部ないしはその上部団体である全受労中央及び関西協議

会の地域スタッフのメンバーを出席者とするようにお願いするこ

とは、交渉当事者の相手方に対するお願いとしては極めて合理的

でかつ常識的なものであった。 

     エ 救済方法等について 

       以上のとおり、仮に地域スタッフが協会との関係で労組法上の労働

者に該当するとしても、堺支部が本件団交申入れに応じなかったこと

は労組法第７条第２号に該当しないから、初審命令主文第１項を取り

消し、堺支部の申立てをいずれも棄却するとの命令がなされるべきで

ある。 

 

第３ 当委員会の認定した事実 

 １ 当事者等 

  (1) 協会等 

協会は、放送法（昭和２５年法律第１３２号）に基づき設立された放

送事業を行う特殊法人であり、全国の管轄地域ごとに、放送局、放送支

局、営業センター（以下、放送局、放送支局及び営業センターを併せて

「センター等」という。）が設置されている。このうち、Ａ１委員長の

所属する堺センターの管轄は、主に大阪府の堺市以南である。 

協会の職員は本件初審審問終結時（２５年３月５日）約１万名である。

また、地域スタッフは、２０年３月３１日現在で全国に５７２７名、堺

センターに１０９名、２３年１１月現在で全国に約４３００名、堺セン

ターに５４名であった。 

     協会には、職員により結成された労働組合以外に、地域スタッフによ

り結成された申立外Ｃ１労（昭和４９年１０月中央本部結成。）、全受労

及びＣ２（１０年結成。以下「Ｃ２」という。）並びに地域スタッフが
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加入するＣ３等の労働団体が組織され、堺センターにはＣ１労及び堺支

部が組織されていた。 

    （なお、前記第１の１で言及したとおり、協会は、地域スタッフによ

り組織されているこれらの労働団体を「事業者団体」と呼称している。）。 

  (2) 堺支部等 

ア 全受労は、Ｃ１労を脱退した地域スタッフを中心として、昭和５７

年８月２５日に結成された。 

イ 堺支部は、Ａ１委員長外、堺センターの地域スタッフ数名により、

１６年４月１日に全受労の支部として結成され、２６年６月１日以降

全受労南大阪支部に名称変更された。事務所は下記ウの申立外堺労連

事務所内に置かれ、組合員は本件初審審問終結時８名であった。 

       堺支部は、全受労の下部組織である関西協議会に所属しており、１

８年８月１日までには堺労連にも組織加盟している。 

ウ 堺労連は、堺市近辺の労働組合が加盟する連合団体で、２４年６月

末現在、組合員は約１万２０００名である。 

  なお、本件団交申入れ（下記16(10)参照）にあたり、堺センターが

地域スタッフではない部外者である旨述べたＡ２特別執行委員は、

２１年２月から堺労連の専従事務局長であり、労働組合役員歴は２

２年で、加盟労働組合の団交へ出席したり労働相談に応じたりする

等の組合活動を行っている。同人は、２３年６月１０日以降、堺支

部の特別執行委員に就任している。 

  (3) Ａ１委員長 

      Ａ１委員長は、９年１月末頃、受信契約の締結及びそれに係る取次業

務（契約取次等業務の一部）について、協会と最初の委託契約を締結し

た。その後、委託契約の更新を重ね、２３年４月１日付けで同日以降２

６年３月３１日までの契約取次等業務に係る委託契約を締結した。 
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      また、Ａ１委員長は、１６年４月の堺支部の結成時及び２２年１０月

から遅くとも２６年６月９日までの間、堺支部の執行委員長を務めたほ

か、堺支部の執行委員を歴任した。 

      なお、Ａ１委員長は、２３年４月２日から同年８月３日まで及び２４

年７月２５日以降病気により就労しなかった。Ａ１委員長は、協会から、

上記委託契約を同年９月１日付けで解除する旨の通知を、同年８月２日

に受け取った。 

２ 協会の放送事業と契約取次等業務との関係等 

  (1) 協会の放送事業は、受信者が協会との間で、地上波受信を対象とする

「地上契約」や地上波及び衛星波受信を対象とする「衛星契約」等の受

信契約を締結し、当該契約者が協会に支払う受信料を基本として運営さ

れている。 

例えば、協会の２２年度及び２３年度の事業収支決算表によれば、

２２年度決算額における事業収入は６８３９億円、そのうち、受信料

は６５９８億円であり、２３年度決算額における事業収入は６９９７

億円、そのうち、受信料は６７２５億円であった。両年度における受

信料は事業収入全体の約９６％に相当し、受信料以外の収入は、交付

金や副次収入、財務収入などであった。 

 (2) 協会は、上記(1)のとおり放送事業に必要な受信料収入を得るための

契約取次等業務について、地域スタッフ及び外部法人（訪問型営業の公

開競争入札法人等、特約店型営業の不動産会社・ケーブルテレビ事業者

等をいい、以下「法人」という。）に業務を委託しているが、同業務の

経費削減等を図るため構造改革を目標とする「２１～２３年度ＮＨＫ経

営計画」を定めた。協会は、同計画に基づき、２０年１０月以降、これ

まで行ってきた受信料の定期的な訪問集金を廃止し受信契約の取次業

務等に重点を置くこととした。そして、２２年１０月から契約取次等業
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務を見直すとともに業務委託体制の中心を地域スタッフから法人へと

転換し、３年間で１０００人程度の地域スタッフを削減した。 

 (3) 契約取次等業務のうち、新たに地上契約及び衛星契約を締結するこ

とを「新規取次」（「新規契約取次」ともいう。）、転居した場合の住所変

更届を「転入取次」、地上契約から衛星契約への変更等を「契約変更」

といい、協会の２３年度のこれら諸取次等を併せた件数は、２４年３月

末見込みで合計４８３万件のうち、①地域スタッフによる取次件数は２

４２万件（約５０．１パーセント）、②法人委託による取次件数は９８

万件（約２０．３パーセント）、③自主申出等を含むその他取次は１４

３万件（約２９．６パーセント）であった。 

      ２３年度の受信料収納（集金）額は、２４年１月末までの合計５７５

６億円のうち、地域スタッフによる直接集金額は４５億円（約０．８パ

ーセント）、法人委託による集金額は１５億円（約０．３パーセント）、

口座振替等５６９６億円（約９８．９パーセント）であった。 

      なお、２４年度の契約取次等業務に係る上記諸取次件数の合計４８０

万１０００件のうち、①地域スタッフ等個人による取次件数は２０４万

６０００件（約４２．６パーセント）、②法人委託による取次件数は１

３２万５０００件（約２７．６パーセント）、法人委託のうち地域スタ

ッフと同じ訪問型営業の公開競争入札法人等による取次件数は７５万

７０００件（約１５．８パーセント）、③その他取次は１４３万件（約

２９．８パーセント）であった。  

  (4)ア 下記３(4)ア及び同イ記載のとおり、地域スタッフと協会との本件

委託契約第４条において、地域スタッフは地域スタッフ「業務の全部

または一部を第三者に再委託することができ」（以下、再委託された

第三者を「再受託者」という。）、その場合、地域スタッフは協会に通

知する旨が規定されており、２３年３月３１日時点において、地域ス
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タッフ約４３００名の約２．０パーセントにあたる８６人が再委託を

行っていた。 

     イ 地域スタッフは、契約取次等業務を再受託者に再委託した旨を、再

受託者別に「再委託届」により協会に通知することを求められている。 

２年４月から２６年２月の約２４年間に通知された地域スタッフ

延べ２７名の「再委託届」によれば、そのうち２４名はその家族、親

戚及び知人、残りの３名は「従業員」等に再委託しており、再委託期

間は２か月から３年の間であった。 

再委託の理由は、２７名とも業務実績の確保・向上等であった。     

  (5)ア 協会のセンター等は、管轄地域内における契約取次等業務について、

上記(2)の方針に従い、地域スタッフ以外に、訪問型営業の公開競争

入札等による法人との間で業務委託契約（以下「法人委託契約」とい

う。）を締結している。法人委託契約は、定型の様式で、①事業運用

の詳細を定めた仕様書、②事業実施に係るマニュアル、及び③入札手

続において提出された企画提案書等の内容の遵守を含んでいる。契約

期間は延長可能であるが、延長は、法人委託契約期間の満了１０か月

前の末日時点において、協会提示の条件を満たす場合に、協会と法人

が協議の上で決められる。最長延長期間は３年間である。 

       委託事業の内容は、受信料の①契約勧奨・取次業務及びその付随業

務、②収納業務及びその付随業務、③未収受信料の収納業務等であり、

委託の対象地区は特定されている。 

     イ 委託費は、法人が協会の定める取次数等を達成するために企画提案

した落札金額を基礎とし、各取次の種類や実績数に応じて上記ア①の

仕様書に定められたとおり算出され、毎月支払われる。 

     ウ 委託事業の遂行にあたり、法人は「自己の使用人の中から、本事業

を担当する者を指定することができ」、その場合、法人は使用人にも



 

- 29 - 

当該契約の上の全ての義務を遵守等させ、違反することがないよう監

督その他合理的な措置を講じることとされている（法人委託契約第９

条及び第１０条）。 

       また、法人は委託事業に従事する使用人に対し、労働基準法、社会

保険諸法令等の法令上の使用者としての責任を全て負うものとされ

ている（法人委託契約第２８条）。 

上記ア①の仕様書によれば、協会は法人に対し、委託事業に必要な

①情報等を提供すること、②法人の要望がある場合に、法人の委託業

務担当者の契約・収納業務に協会職員が同行すること、講習会を実施

すること、③物品等を貸与すること（ナビタンは無償貸与、キュービ

ットは有償貸与）、④物品等の貸与台数は、法人の提案等により協会

が判断すること等が定められている。 

     エ 法人は、法人委託契約の「総則」第６条において、法人に委託され

た事業全てを一括して第三者へ委託及び請け負わせる再委託を禁止

されているが、事前に協会の承認を得た場合には一部を再委託できる

旨、定められている。 

 ３ 本件委託契約等 

  (1) 地域スタッフに委託される主な業務は、①上記２(3)の新規・転入取

次及び契約変更と呼ばれる手続の取次のほか、②一部未納者からの受信

料収納、③受信契約者の転出・氏名等の変更手続、受信料の口座振替・

継続振込利用の手続及び受信契約の解約手続の取次、④長期未収者から

受信料支払を再開してもらうための「支払再開」手続の取次、⑤受信契

約未契約者に関する情報の提供等である。 

  (2) 地域スタッフは、初めて契約取次等業務を始める場合、まず、各地域

のセンター等の長との間で、６か月から８か月間の委託契約（以下「新

規委託契約」という。）を締結し、期間満了後に双方合意した場合、年
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度を単位とする３年間の委託契約（以下「本件委託契約」という。その

内容の定型的な部分は別添のとおりである。）を締結する。（別添省略） 

同契約で一年度とは、４月１日から翌年３月３１日までを指し、受

信料支払の単位である２か月を区切りとして第１期から第６期に区分

し、偶数月が「初月」若しくは「第１月」、奇数月が「後月」若しくは

「第２月」と呼称される。 

(3) 地域スタッフは、委託される業務内容により、①契約開発スタッフ（新

規・転入取次を中心に委託）、②支払再開スタッフ（支払再開取次を中

心に委託）、③地域管理スタッフ（新規・転入・支払再開取次を中心に

委託）、④総合スタッフ（新規・転入・支払再開取次及び収納業務を中

心に委託）に区分され、各スタッフ別に本件委託契約の「委託種別」が

異なる。なお、協会は地域スタッフと協議の上委託種別を変更すること

ができる（本件委託契約第１３条第１項）。 

  (4)ア 地域スタッフと協会の間の本件委託契約は、協会が用意しあらかじ

め印字された統一様式による書面で、地域スタッフの氏名、当該地域

スタッフの委託種別、「受持区域」、「放送受信契約に関わる視聴者デ

ータ」等の交付日及び返還日、報酬支払期限、契約期間の年月日は空

欄とされており、契約する個人及び協会が契約を締結する際に記入す

る方法で行われる。 

       なお、協会と地域スタッフ個人が、個別に待遇等契約条件について

交渉するなどして、上記書面の統一様式部分について記載内容を変更

したことはない。 

なお、協会は、ホームページの求人案内において、地域スタッフ

とは、受信料に関する仕事であり、個人事業主として協会と「業務

委託契約」を結ぶ旨記載している。  

     イ ２３年４月１日付けで、協会とＡ１委員長が締結した委託契約書
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（別紙省略）には、委託業務の内容、受持区域、委託業務の遂行方法、

業績の確保、委託業務の報告、報酬、契約期間等について取決めが記

載されていたが、その内容は、協会において定型的に決められていた。 

  (5) 本件委託契約の外、協会と地域スタッフの間で、地域スタッフの就労

条件、懲戒等を定めた規定等はない。 

     ただし、協会は地域スタッフに対し、少なくとも堺センターにおいて

は、収納した受信料の入金遅延について、①遅延の経緯等についての「て

ん末書」を提出させたり、②今後同様な事態を発生させることがないよ

う厳重に注意若しくは警告するとともに、「今後違反行為が生じる場合

は、委託契約上の義務違反として必要な措置をとることをあわせて通知」

する「警告書」を交付している。なお、当該警告書に過去数か月の入金

遅延事例についても遡って記載されている地域スタッフもいる。 

 ４ 地域スタッフへの交付資料及び貸与物品等 

(1) 協会は、地域スタッフに対し、①「『実施要領』のあらまし 平成２

２年１０月 日本放送協会」（以下「実施要領のあらまし」という。）、

その付属資料として一緒に編綴された「実施要領」及び「平成２２年度

下半期以降の地域スタッフ体制について」、②「新たな地域スタッフ 業

務マニュアル」（以下「業務マニュアル」という。）、③契約・収納業務

従事者用マニュアルである「事務処理の基本」及び同マニュアル別冊の

「帳票記入のポイント」（「事務処理の基本」と併せて、以下「事務処理

マニュアル」という。）を交付している。 

     ア 実施要領のあらましの冒頭において、実施要領は、①本件委託契約

で定めている地域スタッフの仕事の進め方を具体的に示したもので

ある旨、②昭和６３年１２月に作成後これまで一部改正してきてはい

るが、２２年度下半期以降の地域スタッフ体制への移行に伴う「改正

版」である旨、③本件委託契約の各条項の実際の運用に誤解が生じな
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いように必要な補足を行っている旨、④２２年度下半期以降の契約取

次等業務の実施方法についても参考に掲載しているので業務が円滑

に進められるよう有効に活用されたい旨、記載されている。 

イ 業務マニュアルにおいては、受信料の支払率を向上させ公平負担

の徹底を図るためとして、地域スタッフの委託種別ごとの具体的な

「仕事の進め方」（基本業務、基本姿勢、業務量と想定業績、事前準

備、活動のポイント、活動イメージ）が示され、実際に業務を進め

るに当たって、地域スタッフは協会職員と十分相談することとされ

ている。 

例えば、Ａ１委員長及びＡ３副委員長のような契約開発の地域ス

タッフの場合、①「事前準備」として、担当する区域を全戸点検で

きるように地上・衛星契約、長期未収の色分け地図の作成、最新の

登録者情報の地図へのマーク、再訪問が必要な受信契約者等の地図

へのマーク、ナビタン画面への受信契約者リストの表示を行う旨、

②「活動のポイント」として、全戸点検と諸取次の並行実施、必要

に応じて契約変更の対策デー設定、安定収納を図るため契約と同時

の受信料振替口座設定の徹底を行う旨、③「活動イメージ」として、

初月・後月各２３日の活動で、午前１０時頃から午後６時頃まで（１

２０者を全戸点検）と午後６時頃から午後９時頃まで（不在者・見

込客対策）の活動を行う旨、④諸取次のポイントとして、計画的な

全戸点検を実施し、受信契約者等との面接努力を行い、これまでの

対策結果登録に応じた受信契約者等への対応が重要である旨、⑤面

接率がそれほど高くない昼間の活動として、マンションやケーブル

テレビ加入者への対応を行う旨、⑥口座取次のポイントとして、「口

座ですか？クレジットカードですか？」の二者択一トークを活用し、

「忙しい」・「印鑑が無い」と言う受信契約者等にはキュービットを
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活用し、手続が未完の受信契約者等には再訪問活動を行う旨、例示

されている。 

ウ 事務処理マニュアルにおいては、諸取次の進め方、諸取次に使用

する手続帳票の記載方法、諸報告書の記入・提出方法、つり銭の準

備・金種の例示・管理方法等について詳細に解説されている。 

事務処理マニュアルの冒頭において、受信契約者等への丁寧な対

応と適正な事務処理実施のために本書を活用されたい旨、具体事例

において判断に迷う場合は協会に確認する旨、記載されている。ま

た、末尾には、地域スタッフが協会に対し、電話により受信契約者

等の契約・支払状況について問い合わせることができる専用窓口の

利用方法等について注意点等が記載されている。 

  (2)ア 協会は、地域スタッフに対し、本件委託契約第５条第１項によれば

期ごとに契約取次等業務に必要な携帯端末等を交付することとされ

ており、受信契約者の契約内容・受信料の支払状況、受信契約者等と

の面接等の対応結果、転居・空き家確認等のデータを日々更新し、送

受信させるための携帯端末機器（ナビタン）及びナビタンの送受信装

置を各人に１組無償貸与している。 

     イ 地域スタッフは、日々、ナビタンを携帯して業務を行い、取り扱っ

た諸取次の実績、受信契約者等との面接等の対応結果、受信契約者等

の不在履歴等のデータをその都度ナビタンに登録する。 

ナビタンの登録データは、地域スタッフが、一日の業務終了後、ナ

ビタンの送受信装置に接続させた上で、在宅業務用のメニューを利用

して約２分～１５分かけて、協会に登録データを送信するとともに、

協会から振込送金分等のデータを受信することにより更新させる。そ

の後、ナビタンを送受信装置にセットしたままにしておくと、午前５

時頃、協会から送信される他の地域スタッフ諸取次分の異動情報等が
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自動で受信され、登録データは更新される。 

ナビタンには、データを入力した時刻が記録されるが、地域スタッ

フ本人の業務開始・終了時刻、休憩時間、訪問経路は記録されない。 

     ウ 地域スタッフは、本件委託契約第５条第４項によれば、各期を終了

するとナビタン等を協会に返還することが定められている。 

各期終了時のナビタンへの活動登録は、諸取次に必要な一連の事務

整理が完了していないと行えない。 

  (3) その他、協会は地域スタッフに対し、以下の物品を業務遂行時に常時

携帯するものとして無償貸与していた。 

     ア 集金委託証 

地域スタッフが訪問・面接する受信契約者等に見せる顔写真付きの

カード。一番上に大きめの活字で「ＮＨＫ 証明書」、２行目に当該

スタッフの氏名、３行目から小文字で、協会の委託業務を取り扱う者

であることを証明する旨及び有効期間、末尾に大きめの活字で「日本

放送協会○○営業センター」と記載されている。 

     イ 諸取次の際に必要な領収書控え等の協会取扱者の欄に押印するた

めのスタンプ式領収印。事務処理マニュアルによれば、押印面は以下

のとおりである。 

           （押印面省略） 

     ウ 紺色の斜めがけ集金バッグ 

     エ 送信機能を持つ方はナビタンに装着し、もう一方の受信機能を持つ

方は地域スタッフの着衣に装着するワイヤレスアラーム（無線式防犯

警報装置）一組 

     オ ナビタンと集金バッグをつなぐキーチェーン 

     カ 受信契約書等を入れる透明のクリアケース 

５ 契約取次等業務遂行中の地域スタッフの移動手段の取扱等 
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   協会は地域スタッフに対し、自動車、バイク等の移動に必要な道具の貸

与、ガソリン代等の支給を行っていないが、年２回（毎年８月及び２月）、

地域スタッフの運転免許証の有効性、自賠責・任意保険加入の有無等を確

認している。 

 ６ 契約取次等業務の数値目標やその報告について 

  (1) 本件委託契約第６条第１項において、各地域スタッフが「達成するよ

う業績確保に努める」と定められている「自己の目標」とは、実施要領

のあらましによれば、協会が、①年度ごとに、受信者に「受信料の公平

負担を徹底させ、受信料制度を支える」ために「全国の目標」数を定め、

②その全国の目標数を達成するために各センター等の目標数を定めた

後に、③各センター等の目標数を達成するために「世帯や契約者の移動

状況、過去の業績推移等各地域別の実態を考慮して」、各地域スタッフ

に公平に分担させるように設定する目標数のことである。 

年度単位で設定された目標数は、２か月を１期として配分され、そ

の期の各地域スタッフの目標数となる。実施要領によれば、協会は、

地域スタッフに対しその算出根拠を十分説明することとされている。 

  (2)ア 地域スタッフは、実施要領によれば、上記(1)で定められた目標数

を達成するための計画を協会と調整しながら「自主的に作成する」こ

ととされ、実施要領のあらましによれば、「毎期」の計画表を当期の

業務を開始する前に提出することとされ、協会は当該計画表及び下記

ウ記載の報告資料により、各地域スタッフの業務の進捗状況を把握し

ている。 

堺センターの地域スタッフは、毎月、堺センターからその月の自分

の①取次目標件数、②実績の「報告日」（「週」（下記イ参照）のうち、

国民の祝・休日及び土・日を除く(ⅰ)各週の初日、及び(ⅱ)各週の初

日から次週初日までの間のおおむね中間の日の２日が指定されてい
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る。以下、(ⅰ)を「報告日」、（ⅱ）を「中間報告日」という。）、③「活

動のポイント」（特別な活動が指定されている。）、④「一斉デー」（下

記８(1)参照）等が既に記載された「業務計画表」を交付されると、

その内容に合わせて１週間単位の計画や休日の予定を記入して協会

に提出している。 

     イ 協会の各センター等は、実施要領のあらまし及びその付属資料によ

れば、地域スタッフの委託業務上の活動サイクルとして、毎月３ない

し４程度の「週」を定めており、地域スタッフは、原則として週１回、

来局することを求められている（以下「来局日」という。）。 

     ウ 地域スタッフは協会に対し、実施要領によれば、原則として、週１

回の来局日又は郵送等により委託業務実績の進捗状況の報告をする

外、中間報告日に業務実績の進捗状況を電話連絡することとされてい

るが、実施要領のあらましによれば、中間報告日の連絡日時、連絡方

法等については、あらかじめ決めておくか、ファックスの利用が求め

られている。また、地域スタッフは、上記の報告に加え、上半期末等

の節目や、年間目標等の達成目前時等、協会が日々の業績の把握が必

要と判断する場合には、随時報告を求められることがある。 

堺センターの地域スタッフは協会に委託業務実績の報告をする際、

協会の指示に基づき、決められた様式の①当月開始前に協会に提出し

た業務計画表に１日単位の実績を追記した業務計画表、②中間報告日

の場合には、①とは異なる様式の計画表、③１日単位の収納・取次の

実績を記入した「収納・取次報告書」、④業務に必要な帳票や領収証

等の管理をする「帳票点検チェックシート（日次・週次）」等を提出

している。 

 ７ 地域スタッフへの業務目標達成指導や本件委託契約の更新について 

  (1) 上記６(1)で定められた目標数について、地域スタッフは、実施要領
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及び実施要領のあらましにおいて、第１月中に当期目標数の５０％以上

を確保し、期末までに当該目標数の完全達成への努力が求められている。 

協会は、①目標達成が懸念される場合、本人と十分話し合い適切な

指導、助言を行う、②特別の事情がないにもかかわらず、当期の目標数

の８０％（以下、「中間業績水準」という。）に達しない期が連続して３

期以上続くとき、又は当期の目標数の６０％に達しないときは、特別指

導を実施するとされている。 

      なお、上記業績水準は、各放送局等における業績確保状況を考慮して

運用されている。 

  (2) 上記(1)の②の特別指導は、実施要領のあらましによれば、具体的に

は、３段階で下記の指導内容により実施することとされている。 

ステップ 指導内容 

１ ・「業務計画表」による計画の着実な推進 

・来局回数の増 

・帯同指導 

２ ・業務の分割実施 

・応援収納、応援取次 

・立入調査の強化 

・帯同指導 

３ ・受持数（交付）削減 

・帯同指導 

 

また、特別指導は、当期の目標数を達成したとき、又は中間業績水準

を３期連続して確保したときまで行われ、目標を達成した場合であって

も再び特別指導の対象者となったときは、第１ステップからではなく元

の段階から行われるとされているが、前期以前（特別指導実施期間を除
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く。）に中間業績水準を３期連続確保している場合には第１ステップか

らの指導となるとされている。 

地域スタッフは、目標を達成できるのであれば特別指導を拒否するこ

とも可能であり、拒否したこと自体に直ちにペナルティーは課せられな

いが、実際に拒否する者はほとんどいない。 

      なお、第３ステップの受持数（交付）削減とは、当該地域スタッフの

目標数が減らされることであるが、これは地域スタッフの担当地域を狭

くすることで丁寧に業務を行い、業務のやり方を点検して業績回復を図

る趣旨のものであると説明されている。 

帯同指導とは、協会職員が当該スタッフに同行し現場で実際に手本を

示したり指導したりすることである。 

      ２４年３月４日にＡ１委員長に対し行われた帯同指導においては、目

標件数が達成されないと同人との委託契約を解約することが示唆され

ている。 

  (3) 上記(1)の②の特別指導を実施している地域スタッフの委託契約を更

新する場合、実施要領のあらましによれば、協会は地域スタッフに対し、

具体的な委託業務改善要望事項を示し、これを誠実に履行することを約

束させた上で、３年間の委託契約を改めて締結すること（以下「条件付

契約更新」という。）とされ、その後この約束が果たされず、業績改善

の見通しが立たない場合は、委託契約は解約となるとされている。 

      上記取扱いは、協会とＣ１労が、昭和５４年３月９日に条件付契約更

新について合意した内容であり、実施要領において、昭和「『５４年度

における委託契約の更新について』（54.3.9）に準じ実施する。」と明記

され、Ｃ１労に加入する地域スタッフだけでなく全地域スタッフにも適

用されている。 

  (4)  協会は、管轄地域内の契約取次等業務について委託する地域スタッ
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フの運用業務等を行うために各センター等に協会の職員を配置してい

る。これら職員は、各センター等が地域スタッフに委託業務を遂行させ

るために編成した複数の地域スタッフによるチームの指導や個別地域

スタッフの特別指導（上記(1)②、同(2)参照）等に当たっている。当該

職員は地域スタッフに対し、業務計画表の目標や実績、次年度契約更新

対象の有無を踏まえながら報告日や中間報告日（同６(2)ア参照）に来

局した際や架電等により指導、助言を行っている。その内容は、稼働時

間の確保、全戸への再訪問、中間報告指導日の来局等の要請であり、地

域スタッフへの指導内容は、当該担当職員が業務計画表裏面の「コミュ

ニケーションシート」に記録していた。 

８ 特定の取次業務への従事等について 

  (1) 堺センターは、月に何日か、以下のように特定の取次業務への従事を

重点的に決めた日を設定し、「一斉デー」等として業務計画表に記載し、

事前に地域スタッフ全員に周知していた。また、堺センターは地域スタ

ッフに対し、それらの実施日の前後及び当日には、おおむね①取次業務

の開始及び終了時刻、②半日ないし１日当たりの目標件数、③平日不在

者等受信者の再訪問、全戸点検等の具体的な対応要請、その他場合によ

っては、④目標達成者氏名及び獲得件数、⑤１日に２回の実績集計連絡

をする旨等をファックス送信している。 

ア 「ＢＳ契変デー」 

「ＢＳ契変デー」とは、業務マニュアルの活動日数イメージにも含

まれており、基本的に地上契約から衛星契約への契約変更取次業務を

優先して行うよう定められた日である。 

     イ 「総数専念デー」 

       「総数専念デー」とは、基本的に地上契約及び衛星契約の新規・転

入取次業務を優先して行うよう定められた日である。 
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     ウ 「センター一斉９時からデー」 

「センター一斉９時からデー」とは、月に１回程度、基本的に、午

前９時から活動を行うよう定められた日である。 

     エ その他の協会から指定される集中取次期間 

堺センター管内事業所に対する集中取次期間（約１か月間）がある。

なお、２６年８月の同期間には、同センターから地域スタッフに対し、

少なくとも１４回、事業所に対する諸取次を要請する旨のファックス

送信がなされた。 

  (2) 堺センターは地域スタッフに対し、受信契約者の転居先や、衛星放送

受信確認の情報を提供するとともに、速やかに取次手続を行うよう求め

る旨をファックス送信することがあった。 

地域スタッフがこれらの情報を受け取って、それに対応しなかった場

合に、そのことで報酬が削減されたり、なんらかの処分を受けたりする

ことはなかった。 

  (3) その他、堺センターは地域スタッフに対し、受信契約者等からの諸取

次に係る個別の訪問依頼等がある場合にも、所定の様式を用いて訪問の

日や時間帯等も指定してファックスにより対応依頼を行っている。 

９ 講習、会議等について 

  (1) 堺センターにおいては、毎月初日（１月は４日）の報告日（来局日）

には、午前１０時から１時間程度、番組のビデオ視聴、センター長から

の業績に関する講義、事務連絡、諸取次業務の講習会等を行う全体集会

が行われ、開催日前には当日の地域スタッフの出局時刻等を記載した書

面がファックス送信され、同集会に参加しない場合は、その理由を協会

に対して述べる必要があった。 

これに参加しないことで報酬が削減されたり、処分を受けたりする

ということはなかったが、参加した場合には、１日につき３６００円
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の講習事務費が支払われた。 

 (2) 堺センターは、契約取次等業務の実施にあたって、あらかじめ複数

の地域スタッフ及び協会の職員によるチームを設けており、各地域ス

タッフだけでなくチームごとにも目標数を設定し、その達成を求めて

いる。 

チームによって頻度は異なるが、月に１回あるいは２回のチーム会

議が開催されており、上記(1)の全体集会終了後やその他の来局日に開

催されることもあった。 

       チーム会議開催前日までには、①当日の各地域スタッフ別の出局時

刻、②同会議の開始時刻を記載した書面がファックス送信等された。 

これに参加しない場合は、その理由を協会に対して述べる必要があ

ったが、参加しないことで報酬が削減されたり、処分を受けたりする

ことはなかった。 

  (3) 堺センターでは、地域スタッフに、報告日に来局した際などに、ロー

ルプレイングの形での練習を同センターにおいて行わせることがあっ

た。 

10 地域スタッフが担当する区域について 

協会と地域スタッフは、本件委託契約第２条第１項において、契約取次

等業務の「受持区域」を設定している。 

また、実施要領のあらましによれば、協会は、地域管理スタッフ（上記

３(3)③参照）には「受持区」を設定し、１区を数人の地域管理スタッフで

担当する場合にはこれを分割して「業務従事地域」を設定し、地域管理ス

タッフ以外の地域スタッフには各期の最初に「業務従事地域」を指定し、

「業務従事地域」は１～３期程度ごと（１期は２か月をいう（上記３(2)

参照）。）に変更することとされている。 

そして、地域スタッフが担当する区域以外においては、ナビタンにデー
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タが入っていないので、業績としてカウントされる契約を獲得することは

できないシステムになっていた。 

11 業務従事時間、業務従事日数について 

(1) ナビタンを操作して登録した記録については、上記４(2)イのとおり、

毎日深夜までには協会に送信される仕組みであったため、協会は、各地

域スタッフが１時間に１件以上受信契約者等を訪問しその結果をナビ

タンに登録した場合、そのデータから当該スタッフの「稼働時間」をお

おむね把握することが可能であった。 

      協会は地域スタッフに対し、業務従事時間、日数、訪問場所、巡回順

序・方法等の業務遂行方法について、具体的に指示することはなかった

が、地域スタッフが協会の求める好適時間帯にナビタンを使用する活動

を行わなかった場合に、後日、電話等で活動するよう指導することがあ

った。 

(2) 上記６(2)アのとおり、少なくとも堺センターの地域スタッフは、交

付された業務計画表に休日の予定を記入して提出していた。報告日に協

会の担当職員が地域スタッフに対して、土曜日、日曜日等に稼働できる

かを質問することはあったが、協会が、休日を指定したり、土曜日、日

曜日等に必ず稼働するようにと指示したりすることはなかった。また、

予定した日以外に業務を行わなかったことで、事務費が削減されたり、

処分されたりするということもなかった。 

 12 堺センターにおける地域スタッフの委託業務計画・報告方法等 

    堺センターの地域スタッフの当月の契約取次等業務は、以下のとおり計

画され、遂行後報告される。 

ア 地域スタッフは、契約取次等業務の遂行に当たり、協会職員及び地

域スタッフ数名によるチームに所属させられ、個人の目標数以外にチ

ームごとにも目標数が設定される。毎月、堺センターから当月開始前
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に渡される「業務計画表」に基づき、月・週（１か月当たり３ないし

４週）間の業務計画を作成の上、堺センターに提出する（上記６(1)、

(2)ア及びイ、９(2)）。 

イ 事前に指定された当該月の各週の報告日（来局日）及び中間報告日

に、業務報告を行う（上記６(2)ア、６(2)イ）。 

ウ 当月初日の報告日（来局日）は、全体会議、講習会等がある（上記

９(1)）。 

エ 全体会議終了後若しくはその他の来局日に、月１回あるいは２回開

催されるチーム会議がある（上記９(2)）。 

オ 来局日にロールプレイング練習をさせられることがある（上記９

(3)）。 

カ その他センターが必要と判断した場合に、報告ないし指導のために

架電や来局を求められる（上記６(2)ウ）。 

 13 地域スタッフの報酬について 

  (1) 地域スタッフの報酬は、第９条第２項及び第３項のとおり、協会が、

毎年４月に協会と地域スタッフとの間で協議して決定した単価に基づ

き、地域スタッフの業務処理件数に応じ、毎月支払うことと定められて

いる。 

しかしながら、地域スタッフの報酬は、実際には、下記14のとおり、

協会が、各事業者団体と協議後に決定した事務費単価を踏まえて決定し

ている事務費等のあらましに基づき、下記のとおり、（要件を満たした

場合に）毎月、「事務費」名目で支払われるほか、地域スタッフに係る

慶弔、疾病、事故等一定の事由が発生した場合に、「給付」名目で、「慶

弔金」、「医療見舞金」、「傷害一時金」等が支給される。地域スタッフの

報酬は、おおむね次表のとおり構成されている。 

なお、協会は、地域スタッフに事務費等のあらましを交付している。 
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     ア 事務費 

      (ｱ) 月例事務費 

         ａ 月額事務費 

        (a) 運営基本額 

      運営基本額は、事務費等のあらましによれば、当月におい

て契約取次等業務への従事があった場合に１５万円を支払

うとし、ただし①「契約取次基本単価事務費」（下記b参照）

の対象となる新規契約取次及び契約変更取次等、「転入取次

事務費」の対象となる転入取次、「支払再開取次事務費」の

対象となる支払再開取次、「口座関係事務費」の対象となる

口座関係の取次、受信料収納等の「当月業務従事実績」が２

０件未満、②既にナビタンに登録されている放送受信者等の

諸情報について、訪問し更新登録（具体的には、新規、転入、

支払変更、契約変更、廃止、転出・不明、途上集金、一般収

＜地域スタッフの報酬の主な構成＞

※　事務費は月ごとの支払である。
※　下記ア(ｳ)の平均事務費は、特定の算定期間における月例事務費の１か月平均額
　であり、対象となる報酬の種類により算定期間は変わる。
※　下記イ(ｲ)ないし(ｴ)の平均月収は、原則として支払事由発生前１２か月間の月例
　事務費の１か月平均額である。

⑧餞別金

⑨特別給付金

運営基本額

大都市圏加算額

業績加算額

業績基本額

⑤慶弔金等(結婚祝金、出産祝金、災害見舞金等)

⑥業務外（医療見舞金、入院見舞金等）

⑦業務上（医療見舞金、傷害一時金、傷病給付金等）

○給　付

①月例事務費○事務費 月額事務費

単価事務費

②対策関係事務費

③報奨金

④乗車賃等



 

- 45 - 

納、収納対策、名義変更、未契約登録・変更・削除、それら

への対策結果（不在、対応継続、約束、未了、支払変更拒否、

機器なし・故障、空家・転居、未入居等）等のナビタンへ登

録）した件数の合計である「当月訪問件数」が１５００件未

満の場合、次表に基づき支払うものとされている。①若しく

は②のいずれかの実績がなかった場合は、支払われないが、

次表のとおりいずれも１件以上あれば７万５０００円が支

払われることになる。 

              なお、新規委託契約を締結した地域スタッフ（以下、「新

規スタッフ」という。）は上記①の当月業務従事実績があっ

た場合、又は同スタッフのみを対象とする「内務講習」の受

講があった場合に１５万円が支払われる。 

 

 当月訪問件数 

１件以上 750件以上 1,500件以上 

当月業務 

従事実績 

１件以上 75,000円 100,000円 150,000円 

10件以上 100,000円 100,000円 150,000円 

20件以上 150,000円 150,000円 150,000円 

 

２２年４月から２３年１１月におけるＡ１委員長を除く

堺センターの地域スタッフ５３名の１か月当たりの諸取次

数をみると、一部期間を除き、おおむね２０件以上であった。

また、２３年１２月から２４年３月における１日以上の稼働

が確認できる堺センター地域スタッフの１か月当たりの取

次件数及び訪問件数は、いずれも１件以上であった。 

なお、２３年度の大阪放送局管内の地域スタッフのうち、
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運営基本額が支払われなかった地域スタッフの割合は、業務

に従事しなかった者も含めて月平均５．８パーセントであっ

た。 

これら取次数及び訪問した結果のナビタンへの登録数は、

上記「当月業務従事実績」及び「当月訪問件数」に反映され

るが、上記堺センター地域スタッフに支払われる運営基本額

は少なくとも７万５０００円、多くは１５万円が支払われて

いた。 

            (b) 大都市圏加算額 

          大都市圏加算額は、上記(a)の運営基本額の支払対象とな

る地域スタッフに対し、地域管理及び新規スタッフを除き、

業務に従事した地域により、１万５０００円若しくは１万円

が支払われる。 

大阪府内で業務に従事した場合の大都市圏加算額は１万

５０００円であり、堺センターにおいては、一部の地域スタ

ッフを除き１万５０００円が支払われる。 

           (c) 業績加算額 

業績加算額は、上記(a)の運営基本額の支払対象となる地

域スタッフに対し、報奨金算定時に区分された目標率達成

（下記(ｳ)参照）の「ａ」ランク該当者（上位１０パーセン

ト）に３万円、「ｂ」ランク該当者（次の２０パーセント）

に１万円が支払対象期間中毎月支払われる。支払期間は、下

半期（前年１０月から３月）該当者が６月から１１月まで、

上半期（４月から９月）該当者が１２月から翌年５月までで

ある。 

           (d) 業績基本額 
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                業績基本額は、上記(a)の運営基本額の支払対象となる地

域スタッフに対し、地域スタッフの委託種別ごとに、当月の

新規契約取次、契約変更取次、転入取次、支払再開取次等の

基本業績に応じて、詳細に定められた基準に則り支払われる。 

         ｂ 単価事務費 

           「契約取次基本単価事務費」、「転入取次事務費」、「支払再開

取次事務費」「訪問対策票収納」、「口座取次事務費」等があり、

地域スタッフが諸取次や収納を行った場合に、委託種別に応じ

て１件当たり１００円から数千円程度支払われる。 

      (ｲ) 対策関係事務費 

          協会が主催する講習会に出席した場合、１日当たり３６００円

が支払われる「講習事務費」、北海道の一部地域において１０月か

ら３月に業務に従事した場合に支払われる「冬期事務費」がある。 

      (ｳ) 報奨金 

        報奨金は６月及び１２月に支払われる一時金で、①上記(ｱ)の月

例事務費の１か月平均額である「平均事務費」に定率（６月支払

分１３３パーセント、１２月支払分１８９パーセント）を乗じた

「平均事務費支払額」に、②下記のとおりあらかじめ段階別に設

定されている「業績加算」等を加えて算定される。平均事務費の

算定対象期間は、６月支払分については前年１２月から５月まで、

１２月支払分については６月から１１月までとされ、「業績加算」

の算定対象期間は、６月支払分については前年１０月から３月ま

で、１２月支払分については４月から９月までとされている。 

          「業績加算」は、全地域スタッフを、算定対象期間ごとに目標

達成率により上位から順番にａ（上位１０パーセント）からｅ（下

位１０パーセント未満）の５段階に区分した上で、当該区分に応
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じ支払うと定められた加算金額のことである（１０万円から１万

５０００円）。 

          なお、報奨金については、事務費等のあらましにおいて、平均

事務費の算定対象期間に、受信契約者からの苦情等により、協会

が警告書を発した場合や地域スタッフからてん末書の提出があっ

た場合には、該当する加算金額の区分を下げることがある旨記載

されている。 

      (ｴ) 乗車賃等 

          センター等に出局した場合、講習を受けた場合等、交通費の実

費等が支払われる。 

     イ 給付 

       (ｱ) 慶弔金等 

          地域スタッフ本人が結婚した場合に「結婚祝金」（２万円）が、

本人又は配偶者が出産した場合に「出産祝金」（２万円）が、本人

又は家族等が死亡した場合には「遺族見舞金」・「花輪料」（３万円

から２５０万円）が、居住する家屋が被災した場合には「災害見

舞金」（１０万円若しくは３０万円）等が支払われる。 

      (ｲ) 業務外 

         業務外のけがや病気により、地域スタッフ本人又はその扶養家

族が治療を受けて医療費を負担した場合（１か月間の負担合計額

が２万円を超える場合等）に「医療見舞金」が、本人が入院した

場合に「入院見舞金」（１日１０００円）が、１か月以上休業した

場合に「休業見舞金」（平均月収の約７０パーセントに相当）等が

支払われる。 

        (ｳ) 業務上 

業務上の事由により、けがや病気の治療を受けて医療費を負担



 

- 49 - 

した場合に「医療見舞金」（協会が、労災の治療範囲で「治ゆのと

き」までの治療実費を医療機関に原則として直接支払う。）が、け

がで１週間以上休業した場合に「傷害一時金」（３万円若しくは６

万円）が、けがや病気により休業した場合に「傷病給付金Ａ」（治

ゆまでの平均月収相当額）等が支払われる。 

 (ｴ) 餞別金 

    新規委託契約を除く委託契約を終了した場合に、委託期間（１

年以上から３０年以上まで１年ごとに区分）に応じ一定額の「一

般せんべつ金」（４万１０００円から８７６万１０００円）が支払

われる。また、「一般せんべつ金」に加え、平均月収額に応じた「特

別せんべつ金」（４万円から６４万１０００円）が支払われる。 

    なお、酒気帯び運転をして警察に逮捕された場合や、事務処理

に不正行為があった場合等、本人の不都合により、委託契約を解

約された場合には、「餞別金」は支払われない。 

 (ｵ) 特別給付金 

    国民健康保険等に加入している業務上・業務外の医療見舞金の

対象となる地域スタッフに、報奨金支払時期（６月及び１２月）

に４万８０００円が支払われる。 

  (2) 地域スタッフの報酬について、協会は、地域スタッフ募集のホームペ

ージにおいて、「１ヶ月の中で契約取次または収納の実績がある場合、

月額１５万円＋歩合で」、「年２回の『報奨金』があり」、「月収、２５万

円～４０万円程度（努力次第でもっと上積みが可能です）」、「＊頑張っ

たら頑張った分だけ着実に収入ＵＰが可能なお仕事で」、「医療、休業、

せんべつ金などのＮＨＫ各種給付制度が充実してい」ると紹介している。 

  (3) 地域スタッフの報酬について、協会は、「集金人の報酬」として源泉

徴収を行っており、給与所得としての源泉徴収は行っていない。また、
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協会は地域スタッフを事業主であるとして社会保険に加入させていな

い。 

      地域スタッフは、協会からの報酬を事業所得として確定申告を行って

いる。 

 14 協会と各事業者団体との協議について 

  (1) 協会は、昭和４９年１０月にＣ１労本部が結成されて以降、これまで

Ｃ１労及びそれ以外の各事業者団体との間で、地域スタッフの事務費、

実施要領、実施要領のあらまし及び地域スタッフ制度の改定等に関して

協議し、決定してきた。そして、本件委託契約第９条第３項に定める毎

年度の事務費の単価について、同項のとおり全国の地域スタッフと個別

に単価を協議することは実質的に不可能である、個別に協議・設定した

場合、地域スタッフの処遇に不公平が生ずる、事務費の算定や支払等の

事務処理面からも不合理であるとして、地域スタッフとの個別協議はせ

ずに、各事業者団体と協議して全国統一基準として設定している。 

     また、本件委託契約第６条第２項の業績確保のための必要な措置につ

いての協議も、実際は、地域スタッフとは行わず、各事業者団体と協議

した上で、実施要領及び実施要領のあらましの内容を決定した。 

      その他、協会は地域スタッフ制度の円滑な運用と可能な改善について

意見交換をするとの趣旨に沿って委託制度改善検討専門委員会を設け、

協会の３か年経営計画の策定時期に合わせて各事業者団体との話合い

を行ってきた。 

 (2) 協会と全受労は、全受労結成に伴い、昭和５７年１１月８日に今後

の交渉ルールを定め、下記のとおり合意した。 

「○ 全日本放送受信料労働組合の日本放送協会への事前説明に基づ

く合意（５７．１１．８メモ） 

全日本放送受信料労働組合は、日本放送協会との交渉をはじめるに
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あたり、組合中央本部が傘下の各地方本部・各支部の組合活動全般に

ついて、責任ある統制を行うことを保障した。 

処遇等統一的基準に係わる事項については、中央本部が一元的に交

渉し、ここで決定をみた事柄については、中央本部の責任において全

組織に徹底させ、同一事項について下部組織で重複して交渉を行うこ

とはないことを確約した。 

以上の理解を共有し、今後協会と全受信労は円満で健全な関係の確

立に努めるものとする。                   」 

      その他、協会は全受労に対し、これまで「組合活動に専従的従事」

をする全受労役員の契約取次等業務の一部返戻、組合費の天引き及び

全受労中央本部への組合事務室貸与等の便宜供与を行っている。 

 15 Ａ１委員長のキュービット返還までの経緯 

  (1) １９年頃から、協会は、キュービットの無償貸与を開始し、堺センタ

ーには２０年２月頃から導入した。２１年１２月頃から、堺センターは、

Ａ１委員長に対しキュービットを貸与したが、２２年９月１０日、Ａ１

委員長の利用率が悪いとして返還させた。 

  (2) ２２年度以降、協会は、利用していたキュービットの通信システムが

２４年３月末に終了する予定となったことから、新規に当該システムを

利用するキュービットを調達することができなくなった。 

      なお、２４年４月以降、協会は別の通信システムを利用した新たなキ

ュービットを導入し、希望する地域スタッフ全員に月額２３５０円で貸

与している。 

 (3) ２３年１月４日から、堺センターは、Ａ１委員長に対し、キュービ

ットを再貸与したが、その後、同年２月及び３月における利用件数が少

ない場合は返還させる旨を何回か連絡時に伝えていた。同年２月のＡ１

委員長のキュービット利用件数は５件であった。 
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堺センターは、同年３月のＡ１委員長のキュービット利用件数が堺セ

ンターで最下位であったとして、同年４月１日、キュービットの返還を

求めた。同日、Ａ１委員長は堺センターにキュービットを返還した。 

 16 Ａ１委員長のキュービット返還に係る交渉の経緯 

(1) ２３年４月１日、堺支部のＡ１委員長、Ａ３副委員長外堺支部組合員

１名と堺センターのＢ２センター長外２名は、Ａ１委員長へのキュービ

ット貸与の問題等に関して交渉を行った。 

      なお、翌２日から同年８月３日までの間、Ａ１委員長は病気により就

労しなかった。 

  (2) ２３年４月１０日、堺支部は堺センターに対し、Ａ１委員長へのキュ

ービット貸与及び休業の問題、地域目標数の開示等に係る「※特別執行

委員 関西協議会執行部 支援団体交渉」の開催を申し入れ、翌１１日、

交渉が行われた。 

堺支部からは、Ａ３副委員長、Ａ４執行委員、Ａ５関西協議会議長、

Ａ６及びＡ７同副議長、Ａ８同常任幹事が、堺センターからはＢ２セ

ンター長外２名が出席した。関西協議会からの出席者４名は地域スタ

ッフであり、Ａ８同常任幹事を除く３名は堺支部特別執行委員でもあ

った。 

当該交渉において、堺センターは、キュービットについては効果的な

運用を行っている旨の説明をしたが、利用件数が何件以上の地域スタッ

フには貸与して、何件以下には貸与しないなどの具体的な利用件数の基

準に関する説明は行わなかった。また、キュービットを引き上げた地域

スタッフに対して原則として再貸与はしない扱いになっている旨の説

明も行わなかった。 

  (3) ２３年５月末、堺支部はＡ２に対し、堺センターとの交渉への同席を

依頼した。 
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２３年６月１日、堺支部は、Ａ１委員長の傷病手当の給付の件等につ

いて、Ａ２も同席しての団交の開催を要求したが、堺センターの交渉窓

口担当者であるＢ１副部長はＡ９書記長に対し電話で、今までどおり地

域スタッフではない部外者が出席する交渉には応じられない、堺支部の

メンバーと交渉をお願いしたい旨回答し、Ａ２の交渉への出席を断った。 

      同日、Ａ３副委員長、Ａ９書記長及びＡ２は、堺センターを訪問し、

Ｂ１副部長に対して、労組法上の団交拒否に当たる旨等を述べて抗議し

たが、Ｂ１副部長は、今までの交渉どおりでいく、奈良でも同様の事例

を断ったし協会の見解である、堺支部との交渉は受けるが部外者が出席

する交渉は受けられない旨を繰り返し述べ、話合いは平行線で終わった。 

  (4) ２３年６月１０日、Ａ２が、堺支部の特別執行委員に就任した。これ

は、Ａ２が協会との団交に出席することが可能になることを目的として

の就任であった。Ａ２特別執行委員の就任以前に、地域スタッフ以外の

者が堺支部の特別執行委員に就任したことはなかった。 

特別執行委員に関しては、堺支部の規約第９条において、「全受労堺

支部に下記の役員を置く」として、委員長、副委員長、書記長、執行

委員などに続いて「特別執行委員 複数名」と規定されている。 

  (5) ２３年６月１３日、堺支部Ａ３副委員長、Ａ９書記長、Ａ１０執行委

員と堺センターＢ２センター長外２名は、地域スタッフ報酬の支払遅延

等について交渉を行った。 

  (6) ２３年６月２０日、堺支部は堺センターに対し、「組合員に対するパ

ワーハラスメント」について、Ａ２特別執行委員が同席する団交を同月

２１日に開催するよう申し入れたが、堺センターは今までどおり地域ス

タッフではない部外者を除く堺支部のメンバーとの交渉をお願いした

い、堺支部メンバーとの交渉であれば応じる旨を述べた。 

  (7) ２３年７月２６日付けで、堺支部は堺センターに対し、①２３年４月
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１日のＡ１委員長からのキュービット引上げ、Ａ１委員長及びＡ１０執

行委員への地域スタッフ報酬の給付の遅れ、契約取次等業務の実績目標

数等の開示等に係るこれまでの団交が不誠実であり解決に至らないた

め、上部団体堺労連を交えた団交を二度申し入れたが拒否された旨、②

①は不当労働行為に当たるので拒否理由の文書回答を同年７月２９日

に求める旨、③回答がない場合には法的な対応を進める旨通知するとと

もに、上記通知内容を議題として堺支部三役、執行部及びＡ２特別執行

委員同席の団交を同年８月１日に開催を求める旨申し入れた（以下、

「23.7.26団交申入れ」という。）。 

  (8) ２３年７月２８日、Ｂ１副部長はＡ３副委員長に架電し、23.7.26団

交申入れについて、堺支部との交渉には応じるが、地域スタッフではな

い部外者が入る交渉には応じられない旨述べた。 

 (9) 堺支部は、Ｂ１副部長からのＡ２特別執行委員同席の交渉には応じ

られない旨の回答を受けて、同人を同席させずに交渉を行うこととした。 

２３年８月３日付けで、堺支部は堺センターに対し、特別指導及び今

年度目標数等を議題とする、堺支部執行部、Ａ１１全受労副委員長、Ａ

１２関西協議会執行委員同席の同月１１日開催の団交を申し入れた。 

      当該交渉においては、Ａ１委員長のキュービット貸与の問題、目標数、

特別指導及び地域スタッフ報酬の給付の遅延等が協議された。 

出席者は、堺支部がＡ１委員長、Ａ３副委員長、Ａ９書記長外堺支

部執行委員２名とＡ１１全受労副委員長、Ａ１２関西協議会執行委員

で、協会はＢ２センター長外１名であった。 

  (10) ２３年１１月２日、堺支部は堺センターに対し、Ａ１委員長へのキュ

ービット貸与、目標数の開示、特別指導、新築マンション情報と分配ル

ールの開示、地域スタッフが希望する担当地域の指定等を議題とする、

Ａ２特別執行委員同席予定での本件団交申入れを行った。 



 

- 55 - 

  (11) ２３年１１月２日の夕方、Ｂ１副部長がＡ３副委員長に対して架電し、

以前から述べているように、今までどおりのやり方でやってほしい旨、

堺支部のメンバーだけの出席であれば交渉は受けるが、地域スタッフで

はない部外者の出席は困る旨を述べ、堺支部のメンバーが出席した事務

折衝を行ってはどうかと提案した。Ａ３副委員長は、それは団交拒否に

当たる旨を述べ、抗議した。 

  (12) ２３年１１月１０日、堺支部と堺センターは、事務折衝を行った。 

当該事務折衝への出席者はＡ１委員長とＡ３副委員長、Ｂ１副部長

であった。堺支部側は、堺センターの対応は団交拒否である旨主張し、

堺センター側は、これまでの慣行どおり地域スタッフではない部外者を

除く堺支部メンバーと交渉したい旨、交渉拒否ではない旨を主張し、事

務折衝は平行線のまま終わった。 

  (13) ２３年１２月４日、堺支部は堺センターに対し、Ａ１委員長へのキュ

ービット貸与、目標数の開示、特別指導、新築マンション情報と分配ル

ールの開示、地域スタッフが希望する担当地域の指定等を議題とする、

Ａ１委員長、Ａ３副委員長及びＡ９書記長同席予定の23.12.4団交申入

れを行った。 

 (14) 23.12.4団交申入れを受け、Ｂ１副部長がＡ３副委員長に架電し、同

団交申入れにより堺支部が申し入れた団交開催希望日の２３年１２月

１３日に交渉を受けることを承諾する旨を述べた。 

      その後、開催時刻の調整がつかなかったことから、Ａ３副委員長は、

Ｂ１副部長に架電し、交渉を延期する旨を述べた。 

      同月１６日、堺支部は大阪府労委に対し、本件の不当労働行為救済申

立てを行った。 

17 堺支部と堺センターとの間の交渉等について 

 (1) １６年４月１日に堺支部が設立されて以降、堺支部と堺センターと
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の間で、全受労と協会間及び堺支部と堺センター間の交渉ルール及び交

渉慣行について、書面及び口頭により確認したことはない。また、堺支

部と堺センターが交渉を行う場合には、通常、堺支部が開催日時、議題

及び出席者を堺センターの交渉窓口担当者に伝えて交渉を申し入れ、そ

の後両担当者間で日程調整を行って交渉を行っている。 

  (2) 堺支部と堺センターの間の交渉及び事務折衝は、本件救済申立時まで

に少なくとも１６年には３回、１７年には１０回、１８年には３回、１

９年には４回、２０年には３回、２１年には６回、２２年には１０回、

２３年には４回行われており、その中には、関西協議会や全受労中央本

部の組合員が出席した交渉も何回かあった。また、中央交渉に移行した

交渉も２回あった。 

なお、これらの交渉に堺支部側から地域スタッフ以外の者が出席した

ことはなかった。 

 

第４ 当委員会の判断 

 １ 争点１（地域スタッフは、協会との関係で労組法上の労働者に該当する

か）について 

  (1) 労組法上の労働者の判断枠組について 

労組法上の労働者とは、職業の種類を問わず、賃金、給料その他これ

に準ずる収入によって生活する者をいい（同法第３条）、労働契約によ

って労務を供給する者のみならず、これに準じて使用者との交渉上の対

等性を確保するための労組法の保護を及ぼすことが必要かつ適切と認

められる者をも含むと解するのが相当である。 

     そして、個人に対する業務委託の契約形式によって労務を供給する者

が労組法上の労働者といえるかが問題となる場合においては、①当該労

務供給を行う者が、発注主の事業活動に不可欠な労働力として恒常的に
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労務供給を行うなど、いわば発注主の事業組織に組み込まれているとい

えるか、②当該労務供給契約の全部又は重要部分が、実際上、発注主に

より一方的・定型的に決定されているか、③当該労務供給者への報酬が

当該労務供給に対する対価ないしは同対価に類似するものとみること

ができるかという要素に照らし総合的に判断して、使用者との交渉上の

対等性を確保するための労組法の保護を及ぼすことが必要かつ適切と

認められる場合には、労組法上の労働者に該当するというべきである。 

     また、上記判断に当たっては、④業務の依頼に応ずべき関係、⑤労務

供給に係る拘束や指揮監督といった労働契約下にある者が有する側面

も考慮されるべきである。他方で、その業務につき、⑥事業者性が顕著

と認められる場合には、労組法上の労働者に該当するとはいえないと考

えられる。 

以下、地域スタッフが上記要件に該当するか否かについて、検討する。 

  (2) 事業組織への組込み（上記(1)①）について 

     ア 前記第３の１(1)及び２(1)のとおり、協会は放送事業を行い、受信

者と受信契約を締結して支払われる受信料を基本として運営されて

いるところ、放送波の受信に格別の手続を要しない一方、転入・転出、

世帯や事業所の変動等が日々生じるものであることから、協会は、全

国各地域において、恒常的に世帯や事業所の契約状況等を確認し、受

信者との間で受信契約の取次等を行うことがその運営を成り立たせ

るために不可欠である。 

実際に、協会は、全国各地域に営業部署を配置し、２３年１１月時

点で約４３００名の受信契約の取次等を行う地域スタッフを置き（前

記第３の１(1)）、地域スタッフに対して、それぞれ担当する区域を設

定し、定期的にローテーションさせており（同１０）、営業部署の目

標数の達成を図るため地域スタッフの各個人別目標数を設定し（同６
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(1)）、地域スタッフは、協会が要請する目標達成を踏まえて業務計画

表を作成し提出することとされている（同６(2)ア）。さらに進んで地

域スタッフの業務内容や協会の地域スタッフに対する指揮監督等の

実態をみても、協会は各センター等に地域スタッフの運用を行うため

の職員を配置し（同７(4)）、下記(5)及び(6)のとおり、協会は、地域

スタッフの業務遂行過程に係る監督・指導やチームごとの目標数を設

定し、地域スタッフの目標数達成のため強い働きかけを行うとともに、

講習会やロールプレイングの練習といった研修等の機会を設けるな

ど、地域スタッフに対して相当程度の拘束を働かせ、集団的な管理を

していると認められる。 

       また、地域スタッフの契約期間は新規委託契約を除いて３年間とさ

れ（同３(2)）、契約期間が長いほど高額となる餞別金を支払うことと

され（同１３(1)イ(ｴ)）、下記(4)イのとおり、協会が地域スタッフか

ら継続して労務供給を受けられる仕組みを構築していることが認め

られる。 

       このように、地域スタッフが協会に対し恒常的にその運営に不可欠

な受信契約の取次等に係る労務の供給を行い、協会の事業組織の下で

集団的な管理を受ける状況があるといえるところ、諸取次件数をみる

と、地域スタッフによるものは、２３年度が約５０．１パーセント、

２４年度が約４２．６パーセント（同２(3)）という相当大きな割合

を占めており、地域スタッフによる直接集金額は全体の約０．８パー

セントであるが（同）、法人委託による集金額が全体の約０．３パー

セントであることと比較すると、かなりの規模を占めているといえる。

加えて、約９８．９パーセントの集金額を占める口座振替等の設定に

地域スタッフが関与している（同４(1)イ）こと等からすれば、地域

スタッフが協会の事業活動に不可欠な労働力となっているものと認
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められる。 

その他、協会は地域スタッフが常時携帯する物品を無償貸与し、そ

の中には地域スタッフが訪問先に対し協会の委託業務を取り扱うこ

とを顕示するための集金委託証があり、また領収印は専ら協会の名称

及びその連絡先が示されるなど、地域スタッフが協会の事業組織に組

み込まれていることをうかがわせる事情もある（前記第３の４(3)）。 

     イ これに対し、協会は、地域スタッフが業務を行う日時や業務量の決

定について広範な裁量が認められており、地域スタッフに再委託や兼

業が認められているほか、法人委託拡大の取組をしており地域スタッ

フは協会の外部委託先の一つにすぎないなどとして、地域スタッフが

協会の事業組織に組み込まれているとはいえない旨主張する。 

   しかしながら、業務の日時や業務量に係る裁量の広さについては、

地域スタッフが行う契約取次等業務が、受信契約者等からの個別の依

頼を契機とせず、協会による集団的管理の下、自らが受信契約者等に

働きかけを行う内容を有しており、これに類似する外勤業務に労働契

約の下で従事する場合と同様、業務従事時間、場所、態様が地域スタ

ッフの裁量に委ねられているとしても、それは業務の性格に由来する

ものであって、事業組織への組込みを否定する理由とはいえない。 

   また、再委託についてみると、前記第３の２(4)で認定した再委託

の実態は、全体に占める割合も小さく、また再委託の相手も補助的に

家族等の近親者が大部分であるなど、相当限られたものになっており、

これは同６(1)及び(2)のとおり、個々の地域スタッフの目標数を協会

が設定し、当該目標数の達成のために業務の計画が立てられ、遂行さ

れる仕組みになっていることによるものと考えられる。兼業について

も、下記(6)ウのとおり、地域スタッフが月のうち相当の日数、一日

のうち多くの時間労務供給を行うことからすれば、兼業をするにして
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も相当限られるものとなると考えられ、協会が主張する兼業の実態も

当該評価を覆すものではない。 

   さらに、法人委託が存在することを前提としても、上記アのとおり、

地域スタッフが協会の諸取次件数のうち相当大きな割合を占めてい

ることに変わりはないといえる上、法人委託のうち、特約店型営業の

不動産会社、ケーブルテレビ事業者等が行う諸取次等は、各戸を回る

地域スタッフの業務との比較対象として適切とはいえず、訪問型営業

の法人委託と比較すれば、地域スタッフによる諸取次件数の割合はよ

り大きくなるものである（前記第３の２(3)）。 

     ウ したがって、地域スタッフは、協会から独立した立場で断続的に業

務委託を受けているとはいえず、協会の事業活動に不可欠な労働力と

して恒常的に労務供給を行い、協会の事業組織に組み込まれていると

認めるのが相当である。 

(3) 契約内容の一方的・定型的決定（上記(1)②）について 

     ア 前記第３の３(4)のとおり、地域スタッフと協会の間の契約は、協

会が用意した統一様式による書面によって締結され、各地域スタッフ

によって異なる委託種別や「受持区域」等の空欄を補充するのみで、

地域スタッフ個人と協会との間の個別交渉によって統一様式部分に

ついて記載内容を変更することは想定されていない。 

       労働条件の中核というべき報酬については、同１３及び同１４のと

おり、実態として、協会が各事業者団体と協議して全国統一基準とし

て設定し、地域スタッフ個人との間では、個別協議が排除され、一方

的かつ定型的に決定されている。また、このような運用がされている

理由は、地域スタッフ間の公平性や事務処理の合理性の観点によるも

のとされ、まさに労組法が使用者との交渉上の対等性を確保するため

に用意している集団的な交渉・決定が必要かつ適切であることを表し



 

- 61 - 

ているといえる。このような協会と各事業者団体との協議は、同１４

のとおり、昭和４９年以降長年にわたり、業務遂行方法に関わる実施

要領の内容や地域スタッフ制度の改定等、極めて広範な事項について

行われている。 

     イ これに対し、協会は、臨時業務や区域外業務の委託、委託種別や「受

持区域」の変更に関しては地域スタッフ個人と協会の間で個別の協議

をし、協会が一方的に設定又は変更することはないし、報酬のみなら

ず契約書、実施要領等について、各事業者団体と協議を行った上で内

容を決定しており、一方的に決定しているものではなく、業務の日時、

業務量等について地域スタッフに広範な裁量を認めている旨主張す

る。 

しかしながら、臨時業務や区域外業務の委託については、契約全体

の中で臨時的・補充的な部分にとどまるといえる上、委託種別や「受

持区域」の変更については、協会が定型として用意したものを選択す

るにとどまるといえるほか、一部の事例はともかくとして、地域スタ

ッフ個人が個別交渉により自己の希望どおりにできる実態があると

はうかがわれない。 

また、事業者団体との協議については、契約内容の一方的決定の有

無は、集団的な交渉・決定等の労組法による保護の適否を問題として

いるのであるから、地域スタッフ個人と協会との関係で考察されるべ

きものであり、上記アのとおり、集団的な交渉・決定になじむことを

示しこそすれ、地域スタッフ個人との関係で個別交渉により決定する

実態がないことに変わりはない。 

さらに、地域スタッフの業務の日時や業務量に係る裁量があること

については、契約を前提とした具体的な業務遂行方法の問題であり、

契約内容の一方的・定型的決定の評価を左右する事情とはいえない。 
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     ウ 以上のとおり、本件委託契約の大部分について、実際上、地域スタ

ッフと協会が対等な立場で個別的交渉によって合意されるのではな

く、協会により一方的・定型的に決定されていると認めるのが相当で

ある。 

  (4) 報酬の労務対価性（上記(1)③）について 

     ア 前記第３の１３(1)のとおり、地域スタッフの報酬のうち、月額事

務費の運営基本額は、当月において業務従事があった場合１５万円が

支払われるが、業務従事実績が２０件未満の場合又は訪問件数が１５

００件未満の場合は７万５０００円又は１０万円となり、業務従事実

績及び訪問件数がいずれも１件以上あれば７万５０００円が支払わ

れることとなっている。 

       このような運営基本額の算定方法は、業務従事実績がない場合は支

払われない点で出来高制を基調としつつも、地域スタッフにとって事

業達成のリスクがある業務従事実績について、月１件確保できれば、

当該実績１件から協会が得る収益に比し高額といえる７万５０００

円が保障され、これに時間と労力を投入することにより比較的容易に

数を稼ぐことができる訪問件数と組み合わせて１５万円を確保する

ことを可能とするものであり、事業達成のリスクを緩和するとともに、

訪問による労務の供給を促し、報酬を生活保障に資する額に近づける

基本給的な性格が加えられたものということができる。このことは、

同１３(1)のとおり、協会の事務費の説明資料において１５万円が原

則であると理解できる記載があり、実態としても堺センター又は大阪

放送局管内における地域スタッフのほとんどが運営基本額の要件を

満たしていることに加え、同１３(2)のとおり、協会が地域スタッフ

の募集において、実績がある場合に月額１５万円に加えて歩合となる

との説明をしていることにも合致している。 
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     イ その他、地域スタッフの報酬体系には、前記第３の１３(1)ア(ｳ)

のとおり、報奨金においては、警告書やてん末書の状況により、加算

金額の区分が下げられることがあり、これは地域スタッフの業務遂行

過程上の問題を踏まえて調整するものといえ、この点でも労務の供給

に着目した部分があると認められる。 

       また、同１３(1)イのとおり、慶弔金や医療費の負担や休業があっ

た場合の見舞金の制度、委託期間に応じた一定額に平均月収額に応じ

た額が加算されて算定されており、不正行為があった場合等に支給さ

れない退職金に類似した餞別金の制度があることは、同１３(2)の地

域スタッフ募集のホームページで宣伝しているとおり、ある程度の専

属性をもって労務を継続的に供給する人材を確保するために必要と

なるものであって、これらは労務の供給に着目した制度とみることが

できる。 

     ウ 以上の検討からすれば、地域スタッフの報酬は労務供給の対価に類

似する側面を有しているということができ、時間外手当の有無など協

会が主張する事情によって、当該評価を左右されるとはいえない。 

  (5) 業務依頼に応ずべき関係（上記(1)④）について 

     ア 協会は、地域スタッフとの関係で個別の業務依頼がないと主張する

が、業務依頼の具体的態様は業務内容により当然異なりうるものであ

って、上記(2)イでも判断したとおり、地域スタッフが行う契約取次

等業務は、地域スタッフが自ら受信契約者等を訪問するなどして働き

かけを行うものであり、業務遂行方法は協会が設定した事務処理マニ

ュアル等にのっとった定型的なものである上、労働契約下にある場合

でも訪問順序、時間、経路等については労働者の裁量に委ねられるこ

ともあるといえることからすれば、業務の依頼としては基本的に期間、

担当区域及び目標数が設定されることによって足り、それ以上の個別
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具体的な業務依頼は業務内容から当然に必要とされるものではない

といえる。 

      そして、前記第３の６(1)のとおり、地域スタッフの目標数は協会

が設定するものであり、地域スタッフには算出根拠が説明されるもの

の、地域スタッフ個人が個別交渉できるような実態があるとはうかが

われない。また、当該目標数の達成について、同６(2)及び７のとお

り、協会は、各地域スタッフの達成度を管理し、達成度が一定割合以

下の状態が存在する場合には、３段階の特別指導が実施され、その内

容は、帯同指導など業務遂行過程に係る指導も含まれているほか、委

託業務改善要望事項の提示や職員からの指導において、契約の解約が

される可能性があると示唆され、協会から地域スタッフに対する強い

働きかけがされている実態があると認められる。 

     イ 堺センターは、ある程度個別性をもった取組として、一斉デーなど

と称する業務の開始時刻や優先する業務などを指定した日を設定し、

地域スタッフがこれに従わなかったことをもって協会から不利益等

を与えられるものではないものの、業務マニュアルにも「対策デー」

が活動日数イメージに含まれ、地域スタッフが作成する業務計画表の

用紙にも予め一斉デーが記載され、実施日前後及び当日に参加を前提

とするファックスが地域スタッフに送付され、その記載においては地

域スタッフ個人の氏名と成績が公表されるなど、地域スタッフに対し、

一斉デーが業務計画に反映されるようにし、活動に参加させるため、

強い働きかけが行われている実態があると認められる（前記第３の

4(1)イ、同６(2)ア、同８(1)）。 

      また、再訪問が必要な受信契約者等の情報はナビタンにより機械化

ないし自動化されて提供されている上、堺センターでは、地域スタッ

フに対し、衛星放送受信確認の情報等を提供するとともに、取次手続



 

- 65 - 

を行うように求めることがあり、個別の訪問依頼等がある場合も、所

定の様式を用いてファックスで日や時間帯等も指定して対応依頼を

行っており、地域スタッフが実績獲得の可能性が高いこれらの依頼等

を拒絶することは通常ないといえる（前記第３の４(2)、同８(2)及び

(3)、同13）。 

    ウ 以上の検討からすれば、目標数の設定及び達成、業績向上のための

取組などについて、協会側から強い働きかけがされており、業務の依

頼に応じざるを得ない関係の有無という観点からみて、労働契約下に

ある者が有する側面が一定程度あると認められる。 

  (6) 労務供給に係る拘束や指揮監督（上記(1)⑤）について 

    ア 協会は、地域スタッフに対し、業務マニュアル等を設定、交付して

おり、その内容は、時間帯に応じた業務内容等が記載された具体的な

活動イメージや、受信契約者等との具体的な面接の場面におけるトー

ク技術などが記載された活動のポイントが含まれるなど（前記第３の

４(1)イ）、業務遂行過程に詳細に踏み込んだものとなっている。 

そして、定期的な報告日（来局日）においては、講習会やロールプ

レイングの練習など業務遂行過程に関わる研修等の機会が設けられ

ていた上、毎日送信されるナビタンの情報は地域スタッフの稼働時間

等の把握のために直接用いられるものではないが、協会において地域

スタッフの稼働時間をおおむね把握することは可能であり、実際に協

会は電話での指導等に用いることがあった（前記第３の４(2)、同９、

同11(1)及び同12イ）。 

その他、協会が設定する目標数に関しては、その達成のため、業務

遂行過程に係る指導も含めた強い働きかけが行われており、報酬が調

整される仕組みとともに、業務遂行過程上の問題について警告書やて

ん末書が出される（前記第３の３(5)）ような実態もある（上記(4)
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イ、同(5)ア）。 

このように、地域スタッフの業務においては、その各場面において、

業務遂行の結果に着目するにとどまらず、業務遂行過程に関する監督、

指導等が一定程度行われている。 

イ これに加えて、協会は、複数の地域スタッフでチームを組ませ、チ

ームごとにも目標数を設定し、チームでは定期的に会議が実施され

（前記第３の12）、集団的な管理を実施しており、地域スタッフが担

当する区域がローテーションされることもあり（同10）、複数の地域

スタッフの業務を調整する集団的な管理の一側面とみることができ

る。 

ウ また、業務マニュアルに記載された活動イメージは、月２３日、一

日１０時間程度業務に当たることとされており（前記第３の４(1)）、

実際の堺センターの地域スタッフの主な就労状況をみても、月２０日

程度、一日平均７ないし８時間業務に当たる実態がある（甲８８、乙

５５）。 

これらは地域スタッフが作成する業務計画表や協会が設定する目

標数及びその達成のための指導等によって、継続的に遂行されるよう

に管理がされているといえ、直接的かつ強固でないにしても、地域ス

タッフが月のうち相当の日数、一日のうち多くの時間労務供給を行う

ように一定の拘束がされる側面があり、専属的に稼働する地域スタッ

フも相当数いるということができる。 

エ 以上の検討からすれば、労務供給に係る拘束や指揮監督の観点から

みて、協会の主張（前記第２の１(2)オ）を踏まえても、労働契約下

にある者が有する側面が一定程度あると認められる。 

  (7) 顕著な事業者性（上記(1)⑥）について 

    ア 前記第３の２(5)のとおり、協会は、訪問型営業の公開競争入札法
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人にも契約取次等業務を委託しているものであるが、当該法人委託に

おける契約書の様式及び仕様書（乙９２、９３）によれば、ナビタン

は無償で、キュービットについては有償で、受託者の提案により協会

が判断した台数が貸与された上で、労働契約を締結した使用人等の活

用を基本として（同２(5)エのとおり、再委託は原則として禁止され

ている。）、受託者の提案に委ねられた効率的・効果的な実施の手段・

方法によって契約取次等が行われることとされている。 

この点、業務を行う区域や報酬基準は個人でも法人でも協会が設定

すること（同２(5)ア、イ、同３(4)、同４(1)）、業務内容として定型

性が強いこと等からすると、業務内容を差配して収益管理をするとす

れば、使用人等の管理が中心になると考えられ、上記の法人受託者に

おいては、実施の手段・方法として、使用人等の募集、労働条件の設

定、配置、管理等を通して自身の提案に基づいて収益管理を行う余地

があるといえる。他方、本件の地域スタッフにおいては、上記(2)イ

のとおり、再委託を行うにしても補助的にとどまるといえ、自己の下

に労働者を雇うことも基本的に想定されておらず、かつ、そのような

実態があるとの十分な証拠もないことなどからすれば、上記の法人受

託者のように自身の提案に基づいて収益管理を行う余地があるとは

到底いえない。 

したがって、訪問型営業の公開競争入札法人の業務やその契約内容

との等質性の観点からみて地域スタッフの事業者性が顕著であると

認めることはできない。 

   イ また、地域スタッフは、協会から各戸を訪問する移動手段につきバ

イク等の貸与やガソリン代等の支給を受けておらず、協会が給与所得

としての源泉徴収も行わず、地域スタッフが事業所得として確定申告

をし、社会保険への加入がされていないことが認められるが（前記第
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３の５、同13(3)）、これら協会の主張する事情（前記第２の１(2)カ）

によって地域スタッフの事業者性が顕著であるということはできな

い。 

  (8) 小括 

     以上の検討によれば、地域スタッフは、協会の事業活動に不可欠な労

働力として恒常的に労務供給を行い、協会の事業組織に組み込まれ、本

件委託契約の大部分が協会により一方的・定型的に決定されており、地

域スタッフの報酬は労務供給の対価に類似する側面を有し、これらに対

応するように、地域スタッフによる業務の遂行においては、協会によっ

てその過程にも着目した集団的な管理がされ、一定の拘束もあり、交渉

力の不均衡等、労働契約下にある者が有する部分も存在しており、使用

者との交渉上の対等性を確保するための労組法の保護を及ぼすことが

必要かつ適切と認められる。その一方で、上記の保護が不必要かつ不適

切といえるような顕著な事業者性を基礎付ける事情があるとは認めら

れない。 

したがって、地域スタッフは、労組法上の労働者に該当するというべ

きである。 

 ２ 争点２（協会が、堺支部からの本件団交申入れに応じなかったことは、

労組法第７条第２号の不当労働行為に該当するか）について 

  (1) 総論 

上記１のとおり、地域スタッフは労組法上の労働者に該当するもので

あるから、地域スタッフで構成される全受労及び堺支部は、労組法上の

労働組合である。そして、堺支部からなされた２３年１１月２日の本件

団交申入れの議題は、Ａ１委員長へのキュービット貸与、目標数の開示

等や地域スタッフの希望する担当地域の指定等（前記第３の１６(10)）、

義務的団交事項となる組合員の労働条件に関わる事項が含まれている
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と認められる。 

しかるに、協会が本件団交申入れに対し正当な理由なく団交を拒否す

ることは労組法第７条第２号の不当労働行為に該当することになると

ころ、協会は、交渉の出席者に関して堺支部との間で合意及び慣行が存

在し、本件の交渉経緯にも照らせば、協会の本件団交申入れへの対応は、

①団交を拒否したものではなく、また、②団交拒否であったとしても正

当な理由があると主張する。 

この点、①協会は、前記第３の１６(8)及び(11)のとおり、本件団交

申入れ以前にもＡ２特別執行委員同席の団交に応じなかった経緯を挙

げた上で、Ａ２特別執行委員を地域スタッフではない部外者とし、同人

がいなければ交渉を受けると述べ、同人が出席する余地を与えない明確

かつ強固な姿勢を一貫して示していることからすれば、本件団交申入れ

に対し、Ａ２特別執行委員が出席することを理由に団交を拒否したとみ

るのが相当である。 

以下、②協会が主張する合意や慣行の状況、その他の事情から、当該

団交拒否の正当な理由があると認められる否かについて検討する。 

  (2) 交渉出席者に関する合意の存否について 

    ア 協会は、昭和５７年１０月頃、堺支部の上部団体である全受労中央

本部との間で、「事前了解」（乙４８。前記第２の２(2)イ(ｱ)参照）が

合意され、事前了解には、昭和５７年４月５日までに協会とＣ１労中

央本部との間で確認された事項を包括的に継承する旨の条項（本件継

承条項。同参照）が含まれており、協会とＣ１労中央本部との間には、

昭和５０年５月１７日、上部役員は特に必要がある場合に下部交渉へ

の出席ができ、その出席は協会側と組合側の間で話し合い、双方了解

の上で行い、意見が対立した場合には直近の上部組織で調整を図る旨

合意し、確認されたルール（本件出席ルール。同参照）があり、本件
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出席ルールが本件の堺支部と協会との間の交渉にも適用されるとし

て、本件団交申入れに対する団交拒否の正当な理由になると主張する。 

これに対し、堺支部は、全受労中央本部と協会の間で事前了解は合

意に至っておらず、本件出席ルールは適用されないと主張する。 

    イ そこで検討するに、協会は地域スタッフの労組法上の労働者性を否

定する立場を採っており、協会と事業者団体との間で双方が合意した

ことを直接的に示す書面は作成されておらず、本件の事前了解につい

ても、協会と全受労中央本部との間で、全受労側の代表者が署名、押

印するなどして確定的な意思の合致があったことを示す書面等は作

成されていない。 

もっとも、事前了解が成立したことを推認させる事情として、証拠

（乙９４、１００、１０３、１０７ないし１０９）によれば、昭和５

７年１０月から同年１１月にかけて、全受労中央本部と協会との間で

今後の交渉についての基本的事項に関して協議が行われ、その際、事

前了解の案（乙４５）が示された上で、その文言も含めて議論がされ

た経過があり、同年以降、全受労と協会の間において、事務所の貸与、

組合費の控除、組合役員応援の措置、委託制度改善検討専門委員会の

実施などにおいて、本件継承条項と対応するように、Ｃ１労と協会と

の間で合意された内容と同様に実施されているものがあることが認

められる。 

    ウ しかしながら、昭和５７年１１月８日に協会と全受労との間で明示

的に合意がされた内容については、「メモ」等として残されているの

に対し（甲７１）、事前了解についてはこれと同様の形式で残された

ものはない。 

そして、協会側で記録していた事前了解に係る交渉記録（乙４５な

いし４９）は、発言を逐語的に記録したものではなく、全受労側が「不
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可解な議論を再三展開した」等協会側の立場からの一方的な記載が目

立ち、客観性が高いとはいえず、その内容からしても、全受労側は交

渉に第三者の立会いを求めるなどの問題提起をするなど、交渉ルール

に関して意見の対立があったことがうかがわれ、事前了解が成立した

と協会が理解した経過も、「現在の交渉原則案の内容」についての質

問に全受労側が「基本精神は了解する」などと述べたにとどまり、協

会側の認識についても「事前了解事項については両者の合意は成立し

たという立場を双方とることにした」とあたかも合意を擬制するよう

な表現が用いられているにすぎない。 

また、全受労側が昭和５９年に条件付契約更新制度に関して出した

文書（乙９６）には、「全受労結成時にすでにあるルールとして否定

も肯定もできないまま『交渉にあたっての事前了解』により継承させ

られた」との記載があるが、直後の「全受労は（中略）合意した経緯

はない」との記載等の文書全体をみれば、協会が事前了解による継承

があったとの立場を採ることに明確に抗議する趣旨の文書であった

といえ、このように、全受労側は、同年当時から事前了解の全ての項

目について合意をしたものでないとの立場を表明していた。 

      以上に加えて、交渉において対立がある場合に、明確に合意するこ

とを避け、特段問題がないとされる部分については交渉時に出された

案を参考に運用して事実上対処していくこともあることからすれば、

上記イのように事務所の貸与など一部についてＣ１労の扱いを踏襲

した状況があるとしても、協会と全受労中央本部の間で事前了解がそ

の全ての項目について合意がされたと認めるのは困難である。 

    エ そして、本件出席ルールを個別的にみると、１０年に成立したとさ

れる協会とＣ２本部との間の事前了解（乙１１１）においては、「５、

その他」として本件出席ルールに関する内容が明記されているのに対
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し、協会と全受労中央本部との間の交渉経過においては、交渉原則自

体は議論されているが、その特則と位置付けられる本件出席ルールの

存在等に明示的に言及がされ、議論がされたことをうかがわせる証拠

は見当たらない。 

なお、全受労中央本部側で交渉に当たったＡ１３は、交渉当時、協

会とＣ１労中央本部との間で本件出席ルールが存在していたことを

知っていたと述べてはいるが（乙１０３）、このことから直ちに本件

出席ルールが合意の対象となったと認めることはできず、同人は本件

出席ルールにおいて協会に拒否権を与えるような理解をすることに

反対であったなどと述べるなど（同）、対立のある事項であったこと

をうかがわせる事情もある。 

      さらに、本件団交申入れ前後の経過をみても、前記第３の１(2)ウ

及び１６(3)のとおり、協会は、２３年６月１日当時において堺支部

の「上部役員」であったＡ２について「部外者」であるとして、出席

が「特に必要がある場合」であるか否かを問うこともなくＡ２の出席

を拒否するなど、本件出席ルールの内容と整合しない対応をしている

のであって、同１６(3)ないし(12)のとおり、その後の一連の経過に

おいて協会が本件出席ルールに言及したこともなく、協会において本

件出席ルールが堺支部との間の規範として存在することの認識があ

ったとは認められない。 

      このように、本件出席ルールを個別的にみても、協会と全受労中央

本部の間で事前了解に関する協議を通して合意がされたと認めるこ

とはできない。 

    オ 以上のとおり、本件の証拠関係からすると、本件出席ルールについ

て協会と全受労中央本部との間で合意があったと認めることはでき

ず、本件出席ルールが協会と堺支部との間で拘束力を有していたもの



 

- 73 - 

とはいえず、事前了解や本件出席ルールを根拠に協会の団交拒否に正

当な理由があったと認めることはできない。 

  (3) 交渉出席者に関する慣行の存否について 

    ア 協会は、堺支部との間において、「地域スタッフ以外の者は交渉に

出席しない。交渉の出席者は事前折衝の中で双方の合意により定め

る。」との交渉慣行が成立しており、本件団交申入れに対する団交拒

否の正当な理由があると主張し、堺支部はそのような慣行は存在しな

いと主張する。 

    イ 協会と堺支部との間の交渉の状況について、協会側の資料（乙１０

６）は、２１年度以降の部分について堺支部の資料（甲２９）とおお

むね内容において合致しているところ、全受労中央本部や関西協議会

の者が出席することもあったが、全受労関係者以外の者が出席したこ

とはなかったと認められる。 

他方、堺労連の資料（甲５７）は、定期大会向けの活動日誌として

堺労連の活動内容を簡潔に列挙したものであり、１８年８月１日に堺

支部と協会の団交に堺労連の関係者が出席したと解し得る記載がある

が、堺支部が堺労連に正式加盟して間もない頃のことと考えられ、そ

の参加者数等の記載状況も考慮すれば、同日頃堺労連が協会と関わる

機会があったとしても、その内容が本件と比較できるような団交であ

ったのか、Ａ２らの審問の証言等を踏まえても不明といわざるを得な

い。 

しかしながら、堺支部以外の全受労の支部においても地域労組に加

盟し、同労組の役員を参加者として団交を申し入れる例があり（甲７

５）、労働組合が地域労組等に加盟をする際は団交への参加等を通して

団結権の強化を図るのが通常といえること、下記(4)イのとおり「地域

スタッフ」と「それ以外の者」を区分して殊更出席者を前者に限る意
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義に乏しいこと、Ａ２の出席が問題となる前に堺支部と協会との間で

出席者を「地域スタッフ」に限定するとの議論がされたこともないこ

とからすれば、少なくとも、上記のような過去の交渉状況から、上部

団体の役員が地域スタッフでなければ部外者と位置付けて、具体的な

交渉への支障等を問うこともなく一律に交渉から排除するような規範

があるとの認識が堺支部に形成されていたとは到底いえない。 

ウ また、協会が主張する交渉慣行のうち「交渉の出席者は事前折衝の

中で双方の合意により定める。」との部分をみても、上記(2)のとおり、

協会が成立し、他組合との交渉でも用いられていると主張する事前了

解の交渉原則の項（乙１０１。第２項）において、出席者については

相手方に通知するにとどまり合意事項となっていないことと整合しな

い上、過去の協会と堺支部の交渉状況をみても、一方が一部の出席者

について拒否できたことをうかがわせるような事情はない。 

   エ したがって、協会が主張する内容の交渉慣行があったと認めること

はできず、この点からも協会の団交拒否に正当な理由があったと認め

ることはできない。 

  (4) その他正当な理由の有無について 

    ア 協会は、①地域スタッフではなくその業務に詳しくないＡ２特別執

行委員が出席することにより交渉が混乱するおそれがある、②全受労

中央本部や関西協議会とは別系列の上部団体の者が関与すると交渉

が二系列化して混乱するおそれがある、③本件団交申入れ後、堺支部

がＡ２特別執行委員を出席させないかたちで交渉を行うことが事前

折衝において話されていた経過があるなどとして、本件団交申入れに

対する団交拒否の正当な理由があると主張する。 

    イ しかしながら、上記ア①の労働組合の交渉担当者の選任は労働組合

の自主的判断に委ねられるものであるところ、堺支部側の出席者はＡ
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２特別執行委員一人ではなく、従前から交渉していた堺支部の者もい

るのであり、基本的に協会側で前提事項の説明等を繰り返す必要が生

ずるなどして交渉に顕著な混乱が生じるおそれがあるとはいえず、Ａ

２特別執行委員自身に交渉を行う上で不適切とされるような問題が

あるとの証拠もない。仮に協会が交渉に混乱が生じるおそれがあると

懸念するにしても、それは交渉の具体的方法の問題として、堺支部と

の間の事務折衝等において具体的に懸念を表明し、混乱するような事

態が生じないように進行を打ち合わせたり、堺支部が事前にＡ２特別

執行委員との間で入念な準備等をしたりするなど自主的な取組によ

って解決することが可能な事柄であり、このような手順を踏むことな

く、一律に出席を拒否する正当な理由とはならない。 

      同②の交渉が二系列化するとの指摘についても、前記第３の１６

(10)のとおり、本件団交申入れの協議事項の中心はＡ１委員長へのキ

ュービット貸与に係る個別的な問題であって、堺支部が交渉当事者と

して解決に当たるものであり、Ａ２の参加は単に出席者の追加にすぎ

ず、これまでの交渉経過と異なる主張をするものでもないところ、仮

に協会が懸念を抱くことがあるにしても、堺支部との間の事務折衝等

において当該懸念を具体的に表明し、今後混乱が生じないように議題

の進め方や上部団体自身が関与することになったときの扱いを明確

にするなど打ち合わせをするなどして、自主的な取組によって解決す

ることが可能な事柄であり、このような手順を踏むことなく、一律に

出席を拒否する正当な理由とはならない。 

      同③については、堺支部がＡ２特別執行委員を同席させない形での

交渉に応じる姿勢を見せていた事実はあるものの（前記第３の 16(9)、

同(13)）、同１６(3)及び(12)のとおり、堺支部はＡ２特別執行委員同

席での団交を拒否する協会の姿勢に対して明示的に抗議しており、交
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渉を実現するためにやむなくとったものといえ、このような交渉経過

から正当な理由を基礎付けるものとはいえない。なお、同１６(4)の

とおり、Ａ２が堺支部の特別執行委員に就任した経緯についても、上

記のとおりＡ２が出席すること自体から特段交渉に支障が生ずるも

のではないことからすれば、これと同様に堺支部が同席での交渉を実

現するためにやむなくとったものといえ、潜脱であるとの協会の指摘

も当たらず、正当な理由を基礎付けるものとはいえない。 

    ウ したがって、協会の団交拒否に正当な理由があったと認めることは

できない。 

  (5) 小括 

     以上のとおり、協会は、本件団交申入れに対し、地域スタッフではな

いＡ２特別執行委員が出席することを理由に団交を拒否したものであ

り、協会が主張する合意や慣行の状況、その他の事情から当該団交拒否

に正当な理由があるとは認められず、労組法第７条第２号の不当労働行

為が成立すると認められる。 

 ３ 救済利益及び救済内容について 

   上記２のとおり、協会の本件団交申入れへの対応は労組法第７条第２号

の不当労働行為が成立するものであるが、前記第３の１５(2)のとおり、本

件団交申入れの議題の中心とされていたＡ１委員長へのキュービット貸与

に係る問題に関しては、Ａ１委員長を含む希望する地域スタッフ全員に対

して、新たなキュービットが貸与されるに至っている。 

しかしながら、上記事実を前提としても、本件が、今後も行われる協会

と堺支部との間の団交における出席者の問題に係るものであること、協会

の方針により地域スタッフで構成される労働組合との交渉や合意が労組法

の枠組に基づいて行われていないという労使関係の経緯が背景にあるとい

えることに照らすと、協会が今後も同様の行為を繰り返す可能性は否定で
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きず、その防止を図ることが必要であり、救済利益が失われているとはい

えない。これらの事情等に鑑みると、救済内容としては、文書手交とする

のが相当である。 

   なお、初審命令主文第１項の協会に手交を命じる文書の文言には明確さ

を欠く点があることに鑑み、主文のとおり訂正する。 

 ４ 結論 

   以上のとおり、初審命令が、協会が堺支部からの本件団交申入れに応じ

なかったことは労組法第７条第２号の不当労働行為に該当するとして、協

会に対して文書手交を命じたことは相当であり、協会の本件再審査申立て

は棄却されるべきである。 

 

よって、労組法第２５条、第２７条の１７及び第２７条の１２並びに労働委

員会規則第５５条に基づき、主文のとおり命令する。 

 

平成２７年１１月４日 

 

            中央労働委員会         

  第一部会長 諏 訪 康 雄  ㊞ 


